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Ⅰ熊本大学社会文化科学研究科の現況及び特徴  

１現況 

（１） 学部等名：熊本大学大学院社会文化科学研究科  

（２） 学生数及び教員数（平成 26 年 5 月 1 日現在） 

：学生数 178 人、専任教員数（現員数）：教授 7 人、准教授７人、助教 1 人、計 15

人。 

 

２特徴 

 熊本大学には，社会文化科学研究科，自然科学研究科，及び生命科学研究科の 3 つの大

学院研究科があり、社会文化科学研究科は人間、社会、文化について考える役割を持つ。  

本研究科は、文学部、法学部の卒業者に加え、多くの社会人及び留学生を受け入れ研究者

養成及び高度専門職業人の養成を目指している。人文社会の基礎学的な領域の教育・研究

だけでなく、人文社会の複数の基礎学的領域にまたがる新しい学際融合的な教育・研究も

行っている。特に教授システム学専攻では e ラーニングの技術を駆使した新しい教育の方

法について学際融合的で先進的な教育・研究も行っている。  

 

３組織の目的  

 社会文化科学研究科では、現代社会において、人文社会科学及び教授システム学等の知

識とこれらを基盤とした実践知を駆使し、地域や行政・企業の多様な場で中核的人材とし

て活躍する高度専門職業人を養成するとともに、学際領域を含む諸学の研究教育拠点とし

て、日本の学術を牽引し、世界の知の発展に貢献する研究を推進し、それを担う研究者を

養成することを目的とする。  
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１．教育の目的と特徴  

本研究科の目的は、上記の「Ⅰ熊本大学社会文化科学研究科の現況及び特徴  ３組織の目

的」で述べた通りである。  

本学の大学院に関する中期目標及び本研究科の目的に基づいて、本研究科の課程・専攻

は、人文科学系と社会科学系の分野の融合・再編と自然科学・生命科学分野との協力によ

り設置されている。区分制大学院として博士前期課程、博士後期課程に以下の専攻を設け

ている。  

 

社会文化科学研究科の専攻の構成  

 
（出典:社会文化科学研究科ＨＰ）  

 

博士前期課程の各専攻には、以下の通り、学術知を基盤とした専門的能力の向上を目的

とした専門職コースと実践知を踏まえた理論的研究を行なう研究コースを設置することに

より、両コースが双方向的に機能することで、高度専門職業人、研究者の養成に寄与して

いる。 

 

社会文化科学研究科のコースの構成  

 
                                    （出典::社会文化科学研究科ＨＰ）  
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 博士前期課程は 5 専攻から成っており、各専攻・コースの教育目的と特徴は以下の通り

である。  

 

博士前期課程の各専攻の教育目的・特徴  

 

                    （出典 :社会文化科学研究科ＨＰから抜粋）  
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博士後期課程は 3 専攻から成っており、各専攻・領域の教育目的と特徴は以下の通りで

ある。各専攻ともに、より高度な研究能力と応用力を兼ね備えた高度専門職業人、研究者

の養成を目的としている。  

 

博士後期課程の各専攻の教育目的・特徴  

 

 （出典 :社会文化科学研究科ＨＰから抜粋）  

 

［想定する関係者とその期待］  

 博士前期課程は、学部からの進学者、企業、官公庁、医療・福祉、教育、NPO 等からの社

会人、東アジアの留学生を積極的に受け入れている。現代社会の諸課題に俯瞰的視点から

取り組む人材及び文化行政等の専門家、学校教員、歴史・考古学分野の高度専門職業人・

研究者として地域・社会の発展に貢献すること、また、東アジアの言語・文化、ビジネス、

フィールドリサーチ等の分野の高度専門職業人・研究者となることが期待されている。  

 博士後期課程では、学部からの進学者、社会人、東アジアからの留学生を受け入れてい

る。教育・研究分野を中心に、より高度な学識と研究能力を備えた高度専門職業人・研究

者となること及び留学生が修了後に出身国で大学教員・研究者として活躍することが期待

されている。  

教授システム学専攻は、企業（ e ラーニング事業、教育訓練部門、企業教育産業等）、大

学教職員、医療関係者等が、各職域において「効果的・効率的・魅力的」な教育・研修を

実施できるようになることが期待されている。  
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２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

・  博士後期課程の入学者選抜方法の見直し等により、入学者の定員超過が抑制されてき

ている。  

・ 博士前期課程現代社会人間学専攻は、交渉紛争解決・組織経営専門職コース、先端倫

理学研究コースをはじめとして、文学部系と法学部系の分野の組み直しにより設置した

新たな専攻であり、コース・専攻の枠を超えた学際的な協力と連携により、俯瞰的視点

から課題の発見と解決を図る能力を育成するための特色ある教育を展開している。多様

な地域・社会の問題を発掘し、その解決策を改めて地域・社会に還元する教育を行い、

一定の成果を収めてきている。この点はミッションの再定義においても評価された。  

・ コース・専攻間だけでなく、他の研究科・教育部との連携による教育を積極的に推進

してきている。特に、文部科学省の平成 24 年度博士課程教育リーディングプログラムと

して採択された HIGO プログラムは、大学院医学教育部・薬学教育部と本研究科が連携し

た文理融合型の人材育成を目標としており、国際的に通用性のあるプログラムとしての

成果を収めてきている。 

・ 社会人学生の学び直しニーズに応えるために、在職しながら科目の履修、研究指導が

受けられるように、夜間・土曜開講、サマースクール、e ラーニング、長期履修制度等を

活用した柔軟な教育を提供している。社会人大学院教育支援センターを中心として、社

会人学生の多様な学習形態に対応した支援を効果的かつ継続的に行ってきている。  

・ 教授システム学専攻の教育プログラムが、「 e ラーニングによって企業等での職業人  

教育を担う人材養成の推進に取り組んでいる」として、ミッションの再定義において   

特に評価された。  

・ 教授システム学専攻は、年齢、職種、居住地が多様な社会人が、専門的スキルの向上、  

キャリアアップを目的に学んでおり、科目等履修生が多い点からも、「社会人の学び直し」

の機会提供に寄与している。  

・ 教授システム学専攻をはじめとして、博士後期課程の修了後に、大学で新たに勤務・  

昇進した修了者が増えている。  

 

【改善を要する点】  

・ 博士前期課程における定員充足のため、専攻の定員の見直しとともに、５専攻を再編・

統合する方向での教育課程の見直しを検討する必要がある。本研究科の学際的・俯瞰的

領域は可能な限り同じ専攻内に配置するとともに、教育課程における学部からの連続性

にも配慮することが求められる。また、博士前期と博士後期の専攻の連続性を更に高め

ることが重要である。各コースの教育指導体制等と学生・社会のニーズとの対応性につ

いても、改めて検討を進める必要がある。ミッションの再定義の結果も踏まえ、地域・

社会のニーズを踏まえつつ、教育課程、定員規模の見直しを行なうことが、今後の改善

を要する点である。  

・ 教育課程の編成方針については学生便覧等に相当する内容が記載されているが、 明文

化はされていない状況であり、平成 26 年度の課題となっている。  

・ 博士後期課程の修了率・単位取得率が低い傾向にあり、関係する専攻において改善が

求められる。  

・ 教授システム学専攻では、大学教育機能開発総合研究センターが本籍である、本専攻

専任教員２名が転職したがその後任教員が手当てされずにいることから、制度面の指導

が手薄になっている事態を改善するために早急に教員を確保することが望まれる。  

・ 教授システム学専攻では、博士後期課程の修了率が低い状況である。本専攻の学生が

フルタイムで職を有する社会人であり、必ずしも職務が研究と直結していない者も多い

ことから、履修と学位までに必要な研究期間は最初から長いことが想定されており、修

了率が低いことは必ずしも中途で断念するものが多いわけではない。より長期の研究期

間を要していることの反映であると考えられるが、今後、検討・改善を要する点である。  
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３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 教育活動の状況  

観点 教育実施体制  

（観点に係る状況）  

 本研究科の教育に関わる事項は、以下の運営組織において審議・議決されている（資料

A１-1-1）。コース・領域・専攻会議、各委員会、運営委員会を経て、代議員会で議決され

ている。教授システム学専攻は、別の代議員会組織を設置し、教育等に関する事項を独自

に審議・議決している。博士の学位論文に関しては、本研究科教授会で票決を行っている。

このような運営組織は、第二期中期目標・計画の期間では、内部質保証システムに寄与し

ている。  

 

資料 A１-1-1 社会文化科学研究科運営組織  

 

                        （出典:社会文化科学研究科規則集） 
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 教育に関する実施体制は、代議員会と各委員会から構成されている。入試委員会、学生

委員会については、博士前期・後期課程の各専攻長が構成員となっており、専攻間の調整

を効率的に行っている（資料 A1-1-2）。 

 

資料 A1-1-2 教育に関する実施体制  

 

                          （出典:熊本大ＨＰ）  
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 専任教員数は大学院設置基準上必要な数を上回っており、また、博士前期課程の研究指

導教員、博士後期課程の研究指導教員及び研究補助教員の数も基準を十分に満たしており、

学生のニーズに応えられる教員数を確保している（資料 A1-1-3）。  

 

資料 A1-1-3 専任教員一覧（平成 26 年 5 月 1 日現在）  

 

（出典: 熊本大学ＨＰ） 
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 博士前期課程では、入学者受入方針が現代社会人間学専攻をはじめとして、募集単位毎

に明確に記載され、本学のＨＰ、学生募集要項において公開されている（資料 A1-1-4）。

（中期計画番号 12） 

 

資料 A1-1-4 博士前期課程現代社会人間学専攻入学者受入方針（アドミッションポリシー） 

 
                   （出典: 社会文化科学研究科ＨＰから抜粋）  

 

博士後期課程では、入学者受入方針が各募集単位毎に明確に記載され、本学のＨＰ、学

生募集要項において公開されている（資料 A1-1-5）。（中期計画番号 12） 

 

資料 A1-1-5 博士後期課程入学者受入方針（アドミッションポリシー） 

 

                     （出典: 社会文化科学研究科ＨＰから抜粋） 
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博士前期・後期課程ともに、全体として現員は総定員を満たしているが、博士前期課程

公共政策学専攻、法学専攻は現員が総定員を下回る状況にあり、定員の見直し、専攻の再

編が検討されている。博士後期課程人間・社会科学専攻、教授システム学専攻の定員充足

率が 200％を越えている（資料 A1-1-6）。 

 

資料 A1-1-6 平成 25 年度学生数  

平成 25 年度修士・博士前期課程学生数   

  

平成 25 年度博士・博士後期課程学生数  

 

                      （出典: 2013熊本大学データ集から抜粋） 
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 博士前期課程の定員充足率は、平成 22 年度以降は 120%前後で推移している。また、博

士後期課程の定員充足率は、概ね 200%以下で推移してきているが、現職に就いている多忙

な社会人学生が多く、３年間の修了年限内での博士論文の提出が難しいこと、また、長期

履修制度により履修する傾向にあることに起因すると考えられる（資料 A1-1-7）。 

 

資料 A1-1-7 定員充足率  

修士・博士前期課程定員充足率（推移）  

 

 博士・博士後期課程定員充足率（推移）  

 

                          （出典: 2013 熊本大学データ集） 

 

博士前期課程は定員 76 名であり、平成 23 年から平成 25 年までの志願倍率は 1.4 倍程

度で推移してきている。近年、公共政策学専攻で志願倍率が低い傾向が見られる。教育課

程の見直し、定員の調整を含む専攻の再編等について、教育課程見直し WG（ワーキンググ

ループ）、４部局の研究部・教育部分離構想検討会等での検討を行ってきている。また、平

成 25 年度の入学者全体に占める留学生の割合は 24％、社会人の割合は 36%であり、留学

生・社会人の合計では約 60%となっており、比率かかなり高いことが特徴である（資料 A1-

1-8）。 

 博士後期課程は定員 15 名で、平成 22 年の志願倍率は約 2.5 倍であったが、平成 23 年

度から 25 年度までは 1.7 倍前後になっている。博士前期課程と比べると、各専攻ともに

志願倍率が安定的に推移してきている（資料 A1-1-8）。 
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資料 A1-1-8 平成 25 年度入学者数   

 

                        （出典: 2013 熊本大学データ集）  
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平成 23 年 11 月に、本研究科主催の説明会を開催し、入学定員と実入学者数との関係の

改善を図った（資料 A１-1-9）。（中期計画番号 13）。 

 

資料 A１-1-9 社会文化科学研究科への招待 2011 

 

                 （出典 : 社会人大学院教育支援センター作成資料）  

 

平成 22 年度に博士後期課程の学生の受け入れ状況を検証し、平成 24 年度入試から、入

学試験を 2 回から 1 回の実施に変更し、入学者選抜方法の改善を行った。また、定員超過

を抑制するための専攻間の調整を行うことになった (資料 A1-1-10)。（中期計画番号 13） 

 

資料 A1-1-10 博士後期課程の入試選抜方法の検証と改善  

入試委員会議事要録（平成 22 年 5 月 14 日） 

 

入試委員会議事要録（平成 22 年 7 月 29 日） 

 

                           （出典 : 入試委員会資料）  
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この入学者選抜方法の改善により、平成 24 年度以降において、定員超過が抑制される結

果となった。  

実施要領に基づいて、平成 25 年度から学期毎に「オープンクラスウイーク」方式により

授業参観が実施されている。授業参観の申込を受けて授業公開を行い、授業参観者と授業

公開者の双方が報告書を提出している。現状の参観要領により、問題なく授業参観が行な

われている(資料 A1-1-11)。 

 

資料 A1-1-11 社会文化科学研究科授業参観実施要領   

                                                     

（出典 : FD 委員会資料）  
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「授業改善のためのアンケート」の分析結果によると、概ね適切な授業が行われ、満足

のいく受講生による評価であった。また、FD 研究会を毎年１回開催し、シニア教授が授業

方法等を公開し、結果を冊子として発行している (資料 A1-1-12)。（中期計画番号 16） 

 

資料 A1-1-12 平成 24 年度「授業改善のためのアンケート」分析結果について  

 

                                （出典 : FD 委員会資料）  

 

 本研究科では、教育課程見直し WG が、教育実施体制の点検・改善・計画のサイクルを推

進する役割を担っている。また、教育実施体制の実行においては代議員会・教務委員会等

が主要な役割を果たし、自己評価は評価委員会が主に担っており、教育課程見直し WG との

連携により、全体として質保証できる体制になっている。  

 

教授システム学専攻では、 e ラーニング専門家に必要な知識やスキルを取得するため、

教育設計学（ ID）、情報通信技術、知的財産権、マネジメントの 4 領域を、e ラーニングで

学べる構成となっている（資料 A1-1-13）（資料 A1-1-14）。学生は身に付けたいコンピテン

シー（資料 A1-1-15）に応じて履修できる（中期計画 5）。優秀な学生確保のため、入試 Q&A

集の他、4 科目を Web 上で公開している（資料 A1-1-15）（資料 A1-1-16）（資料 A1-1-17）

（資料 A1-1-18）（資料 A1-1-19）。（中期計画 13） 

在籍学生は、職種、年齢、居住地域も多岐にわたる（資料 A1-1-20）。 
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平成 23 年より東京、名古屋、大阪において公開講座を実施した。受講者の内 10 名が大

学院受験、10 名が科目等履修生として受講した（資料 A1-1-21）。 

 シラバスの作成、コンテンツ開発、公開承認・科目間調整のためのレビュー会である

「FESTA」での議論、公開・運用、評価のプロセスにより PDCA のサイクルを推進し、質保

証できる体制を構築している（資料 A1-1-22）。 

 

資料 A1-1-13 ID を中心とした４つの I 

 

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）  
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資料 A1-1-14 全国から受講可能なオンライン大学  

 

                     （出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

資料 A1-1-15 コンピテンシー  

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/concept/concept_2/ 

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

資料 A1-1-16 博士前期課程募集要項  

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/exam/info/masters-program/ 

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

資料 A1-1-17 博士後期課程募集要項  

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/exam/info/doctors-program/ 

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/concept/concept_2/
http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/exam/info/doctors-program/
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資料 A1-1-18 研究生・科目等履修生  

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/exam/info/research-student/ 

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

資料 A1-1-19 公開科目一覧  

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/special/opencourses/ 

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

資料 A1-1-20 学生データ  

 

               

 

 

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

 

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/exam/info/research-student/
http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/special/opencourses/
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資料 A1-1-21 県外実施の公開講座  

http://www.cps.kumamoto-u.ac.jp/syogaigakushu/koukai/list.php 

 （出典：政策創造研究教育センターＨＰ）  

 

資料 A1-1-22  科目開発プロセス  

 

（出典：北村士朗・鈴木克明・中野裕司・宇佐川毅・大森不二雄・入口紀男・喜多敏博・

江川良裕・高橋幸・根本淳子・松葉龍一・右田雅裕 (2007)「e ラーニング専門家養成のため

の e ラーニング大学院における質保証への取組：熊本大学大学院教授システム学専攻の事

例」『メディア教育研究』第 3 巻 2 号、25-35） 

 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

現状の運営・審議体制により内部質保証システムを機能させており、教育組織編成や教

育体制における工夫を行い、教育の質の改善・向上を図っている。  

 入学試験結果の推移においては、博士前期・後期課程全体としては定員を充足しており、

入学者の定員超過も抑制されてきている。本研究科による説明会の開催等の広報活動、博

士後期課程の入学者選抜方法の見直しが寄与している。  

博士前期課程における一部の専攻の定員充足の問題から、専攻の定員の調整等を含む今

後に向けての改革も進められている。第二期中期目標・計画期間中には、本研究科の全体

的な教育課程の見直し、教育組織の再編成を行う見込みである。  

教授システム学専攻では、審議機関としての定例教員会議を月 1 回開催し、実質的な審

議、整備、検討を行う等、順調に履行している。  

以上により、教育実施体制に関しては期待される水準にあると判断した。  

 

 

 

 

http://www.cps.kumamoto-u.ac.jp/syogaigakushu/koukai/list.php
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観点 教育内容・教育方法  

（観点に係る状況）  

 平成 25 年度に、学位授与の方針が観点毎に明確かつ具体的に定められ、本学のＨＰによ

り、学内外に公開されている。特に、博士前期課程現代社会人間学専攻、博士後期課程人

間・社会科学専攻では、学際性、地域との連携が修得すべき知識・能力として明記されて

いる(資料 A1-2-1) (資料 A1-2-2)。（中期計画番号 14）。 

 

資料 A1-2-1 博士前期課程現代社会人間学専攻の学位授与方針（ディプロマポリシー）  

 

                     （出典: 熊本大学ＨＰ）  
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資料 A1-2-2 博士後期課程人間・社会科学専攻の学位授与方針  

 

                         （出典: 熊本大学ＨＰ）  

 

学位授与方針と入学者受入方針とは整合性が確保されており、また、学位授与方針に応

じた履修モデル・科目編成が概ね構築されている。  

 教育課程の編成方針（カリキュラムポリシー）については、平成 25 年度大学院教育推進

委員会での調査・検証の結果、本研究科では、学生便覧、ＨＰに相当する内容が記載され

ているが、明文化はされていない状況であり、平成 26 年度の課題となっている。  

 

博士前期課程の各専門職コースでは、標準履修のモデルとともに、長期履修のモデルが

学生便覧に記載されており、学生への履修指導等に活用されている。履修モデルでは、1 年

次、2 年次の履修科目が系統的に配置されており、社会人学生等へのコースワークの指導

に役立っている(資料 A1-2-3)。 
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資料 A1-2-3 交渉紛争解決・組織経営専門職コース履修モデル（長期履修）  

 
                        (出典: 平成 25 年度博士前期課程学生便覧 ) 

 

博士前期課程現代社会人間学専攻交渉紛争・組織経営専門職コースでは、医療・福祉、

調停、カウンセリング、企業・ NPO 等の分野における紛争解決の専門職を養成する教育課

程を編成している。また、先端倫理学研究コース等の他コースと生命環境倫理論、環境マ

ネジメント等、一部の科目を共有化しており、複眼的な教育課程を体系的に提供している

(資料 A1-2-4)。(中期計画番号 3)この教育課程は、平成 25 年度のミッションの再定義にお

いて、「先端倫理学研究コースや交渉紛争解決・組織経営専門職コースなどの特色あるコー

スワークを実施している」として評価された。  
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資料 A1-2-4 博士前期課交渉紛争・組織経営専門職コース案内  

 
           （出典: 社会文化科学研究科ＨＰ）  

 

HIGO プログラムは、大学院医学教育部・薬学教育部の健康生命科学分野と本研究科の社

会文化科学分野との幅広い協力による、文理融合の人材育成目標に基づいた、九州・アジ

アのニーズに応えるグローカルなプログラムである。特に、本研究科の公共政策学専門職

コース、先端倫理学研究コースが、カリキュラム・科目の編成に寄与している。当該プロ

グラムでは、新たな現代社会のニーズに対応した、国際通用性のある体系的なカリキュラ

ム編成がなされている (資料 A1-2-5)。（中期計画番号 3） 
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資料 A1-2-5 HIGO プログラムの概要  

 
                     （出典: 熊本大学ＨＰ）  

 

平成 24 年 1 月に実施した社会人大学院生へのアンケート調査によると、教育内容、指

導方法、開講時期・形態に関しては、満足度が高い傾向にある。「大変満足している」「概

ね満足している」が、教育内容は 93%、指導方法は 100%を占め、満足度が高い結果となっ

ている。社会人のニーズに応える教育課程を編成・実施しているといえる (資料 A1-2-6)。 

 

資料 A1-2-6 教育内容等の満足度  

 
（出典: 社会人大学院生ニーズ調査結果報告から抜粋）  

 

六大学の研究科間の単位互換協定が締結され、平成 25 年度から特別聴講学生を他大学

の研究科から受け入れており、学生の科目受講の選択肢を拡大している (資料 A1-2-7)。 
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資料 A1-2-7 六大学の研究科間における単位互換協定  

 

                    （出典: 教務委員会資料から抜粋）  

 

博士前期課程では研究生（東アジアからの留学生）が多い傾向にある。また、教授シス

テム学専攻を中心に、多くの科目等履修生を受け入れている (資料 A1-2-8)。 

 

資料 A1-2-8 研究生、科目等履修生等在籍数  

 

                          （出典:2014 熊本大学データ集） 
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 博士前期課程では、私費留学生を中心に多くの正規生・研究生を受け入れ、グローバル

な教育を推進している (資料 A1-2-9)。 

 

資料 A1-2-9 留学生在籍数  

 

                          （出典:2014 熊本大学データ集） 
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博士前期課程歴史学研究コースでは、古文書資料の保護と活用の実態を地域社会で学び

直すことを目的として、古文書調査の企画・実施をインターンシップとして行っている。  

他のコースでの、地域と連携したインターンシップの拡充が課題であると考えられる (資

料 A1-2-10)。 

 

資料 A1-2-10 インターンシップのシラバス（博士前期課程歴史学研究コース）  

 

                  （出典: 平成 25 年度博士前期課程授業計画書）  

 

平成 25 年度の教育課程見直し WG において、ミッションの再定義を踏まえて策定した、

新たな大学院教育実施体制、研究指導体制の方針（案）が代議員会に諮られ、承認された

(資料 A1-2-11)。（中期計画番号 5、22）この方針に基づいて、平成 26 年度に具体案が作成

され、大学院教育実施体制、研究指導体制が構築される予定である。この方針は、専門職

コース間のカリキュラムの共通的改編、分野横断的な研究指導の積極的推進が中心となっ

ている。  
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資料 A1-2-11 新たな教育実施体制・研究指導体制（案）  

                     

                 

  （出典: 平成 26 年 3 月代議員会資料）  
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博士前期課程では、コース別院生研究室とともに、十分な収容人数の自習室・コンピュ

ータ室・図書室等の共用スペースが設置され、学生の主体的学習、授業時間外の学習を促

進している(資料 A1-2-12)。（中期計画番号 27） 

 

資料 A1-2-12 博士前期課程の学習・研究施設の案内  

 

（出典: 社会人大学院教育支援センター作成資料）  
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博士後期課程では、共通の院生室とともに自習室・コンピュータ室の共用スペースが利

用できる。また、院生室における机の個人への割り当て等により、学生のニーズに応じ

た、より個別的な学習・研究環境を提供している (資料 A1-2-13)。（中期計画番号 27） 

 

資料 A1-2-13 博士後期課程の学習・研究施設の案内  

 

 

                 （出典 : 社会人大学院教育支援センター作成資料）  
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社会人大学院教育支援センターを中心に、充実した社会人学生への授業外でのサポート、

情報提供が行われている(資料 A1-2-14)。（中期計画 27）。 

 

資料 A1-2-14 社会人大学院教育支援センターによる学習支援

 

（出典: 社会人大学院教育支援センター作成資料） 

 

社会人大学院生へのアンケート結果では、教育・研究施設、社会人学生への支援体制と

もに、「大変満足している」「概ね満足している」が約 70%を占めてり、満足度がある程度

高い結果となっている (資料 A1-2-15)。 

 

資料 A1-2-15 教育・研究施設、社会人学生に対する支援体制への満足度  

 

 

 

 （出典: 社会人大学院生ニーズ調査結果報告から抜粋）  
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年度当初に、配布資料に基づいた全体ガイダンスの後に、博士前期課程の各コース毎に

詳細な履修ガイダンスが実施されている（資料 A1-2-16)。 

 

資料 A1-2-16 平成 25 年度博士前期課程履修ガイダンスのスケジュール・配布資料  

 

 

              （出典: 人文社会科学系事務ユニット教務担当作成資料）  
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学生への経済支援は、 TA 制度、博士課程奨学金給付制度、授業料免除等により行われ

ている。特に授業料免除については、平成 22 年度―25 年度の期間は平成 21 年度に比べ

て、全学免除者数を含め、より多くの学生が免除を受けており、経済支援の一層の充実を

示している(資料 A１－2－16)。（中期計画番号 28）また、国際奨学事業により、学生の海

外での調査研究、国際会議等への参加を促進する助成を継続的に行っている (資料 A1-2-

17)。（中期計画番号 31） 

 

資料 A1-2-17 経済支援の実績  

 

   
                    （出典: 社会文化科学研究科ＨＰ）  
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教授システム学専攻は、人材養成目的に沿った体系的教育課程の編成を目指し（中期計

画 14）、各科目の先修要件を定め、単位取得条件となる課題群をコンピテンシーと関連を

持たせて設定している（資料 A1−2−18）（資料 A1−2−19）。 

社会のニーズに対応するため、職業人教育訓練、医療教育、高等教育等に関する科目を

開講している。e ラーニング専門家を海外から招聘し講演会を開催している（資料 A1−2−

20）。主指導教員 1 名と副指導教員 2 名が研究指導し、学習管理システム上の記録として

蓄積することで（中期計画番号 5）、効果的な教育を実施している。 1 日の学習平均時間は

3 時間を超えている（資料 A1−2−21）。過去 236 名の科目等履修生が在籍した（資料 A1−2−

22）。 

主体的な学習を促すため、東京、大阪にてオフィスアワーを、年に 2 回九州地域でスク

ーリングを実施している。（中期計画番号 27）平成 25 年からは教員が教育・評価法、入試

のあり方等について振り返り、今後の改善を検討している。（中期計画番号 13、16、17） 

 

資料 A1−2−18 博士前期課程科目  

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/curriculum/masters-program/ 

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）   

 

資料 A1−2−19 博士後期課程科目  

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/curriculum/doctors-program/ 

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

資料 A1−2−20 熊本大学 e ラーニング連続セミナー  

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/special/events/  

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

資料 A1−2−21 学習スタイル調査  

 

（出典：教授システム学同窓会による修了生アンケートに基づいて作成）  

 

 

 

 

 

 

 

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/curriculum/masters-program/
http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/curriculum/doctors-program/
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資料 A1−2−22 科目等履修生の受け入れ状況（博士前期・後期課程）  

年 度  
過 年 度 入 学

（人）  
新 入 学 （人）  合 計 （人 ）  

H25 (2013) 19 22 41 

H24 (2012) 28 27 55 

H23 (2011) 17 26 43 

H22 (2010) 18 35 53 

H21 (2009) 10 34 44 

合 計  92 144 236 

（出典：社会文化科学研究科教務担当資料を基に作成）  

 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

本研究科では、明確な学位授与方針に基づいて、多様な地域・社会のニーズに応え、国

際的通用性のある学際的な教育課程、系統的な履修モデル・科目が、現代社会人間学専攻

を中心に構築されている。また、教育課程見直し WG を中心に、専門職コース間の分野横断

的な連携により、柔軟で効果的な大学院教育実施体制と研究指導体制の方針を策定し、教

育課程編成上の工夫を行っている。さらに、東アジアから多くの留学生を受け入れ、グロ

ーバルな教育を推進している点は評価できる。教授システム学専攻では、多くの科目等履

修生を受け入れ、現代社会のニーズに応える教育を行っている。  

 コース別・共用院生研究室、コンピュータ室・自習室、図書室等の一層の整備や社会人

大学院教育支援センターによるサポート体制等の学習支援により、学生の主体的学習を促

す取り組みがなされている。また、生活・経済支援も概ね充実している状況にある。  

 教授システム学専攻では、学習状況と教員の指導状況が記録される  e ラーニングの特長

を活かして学習の質の確保と、学生の主体的学習を促している（資料 A1-2-23）。コース・

コンテンツを設計・開発する演習科目も開講し、実践的スキルを培っており、期待される

水準にあると考えられる。  

以上から、本研究科全体として、教育内容・教育方法については、期待される水準にあ

ると判断した。  

 

資料 A1−2−23 教授システム学専攻ポータルサイト・進捗状況  

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/concept/concept_4/ 

（出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/concept/concept_4/
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況  

観点 学業の成果  

（観点に係る状況）  

 博士前期課程における標準修業年限の修了率は、平成 22 年度以降は、平均して 73%程度

であり、平成 21 年度を少し上回っており、修了率が向上してきている (資料 A2-1-1)。 

 

資料 A2-1-1 博士前期課程入学者数・修了率  

 

 （出典:人文社会科学系事務ユニット教務担当作成資料）  
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博士後期課程における標準修業年限の修了率は、平成 22 年以降は平均して 36%程度であ

り、平成 21 年度を少し上回っている。文化学専攻以外の修了率が低い傾向にある (資料 A2-

1-2)。 

 

資料 A2-1-2 博士後期課程入学者数・修了率                                             

 

            （出典:人文社会科学系事務ユニット教務担当作成資料）  

 

単位取得率については、平成 22 年度以降は平均して、博士前期課程 83%、博士後期課程

65%前後で推移しており、博士後期課程の単位取得率が、平成 21 年度と比較して 10%程度

下がる傾向にある(資料 A2-1-3)。今後、単位取得率を向上させるための指導・学習支援が

求められる。  

 

資料 A2-1-3 単位取得率  

（出典: 2014 熊本大学データ集）  

 

博士後期課程の学位授与数は、平成 25 年度は博士（文学）、博士（学術）が多い傾向に

あるが、論文博士も含めて、全体的には適切に学位授与が行なわれている (資料 A2-1-4)。 
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資料 A2-1-4 博士後期課程学位授与数  

 

（出典: 2014 熊本大学データ集）  

 

本研究科の資格取得は、博士前期課程における、 ELP( e ラーニング・プロフェッショ

ナル)資格、中・高等学校の教員免許の取得が中心である。資格取得者数は、平成 22 年～

25 年度の間で平均して 20 名程度であり、平成 21 年度と同様な取得者数となっている

(A2-1-5)。 

 

資料 A2-1-5 資格取得状況  

 
                     （出典: 2014 熊本大学データ集）  
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社会人大学院生へのアンケートの自由記述は、丁寧な指導、 e ラーニングにより、学習

意欲の向上等、概ね満足のいく学習の成果を示しているが、対面での授業・指導を求めて

いることも示唆している（資料 A2-1-6）。 

 

資料 A2-1-6 社会人大学院生へのアンケートの自由記述  

 

                （出典: 社会人大学院生ニーズ調査結果報告から抜粋） 

 

教授システム学専攻は教員会議の下に、 FD・教員評価ワーキンググループを設置してい

る（中期計画番号 16、17）。外部資格 ELP の取得（平成 22〜25 年実績 58 名）（前掲資料 A2-

1-4）、修了時のコアコンピテンシー充足度（資料 A2-1-7）等を集積し、教育成果や効果を

定期的に検証し、改善に役立てている。  

 

資料 A2-1-7 修士課程平成 21〜25 年度修了者のコンピテンシー充足度（自己評価）  

 
（出典：「平成 21〜25 年度修了者コンピテンシーの充足度に関する自己評価」から作成）  
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（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

博士前期課程の修了率は向上する傾向にあるが、博士後期課程の修了率・単位取得率の

改善は、関係専攻における課題である。博士後期課程の学位授与数は一定のレベルを確保

している。ELP、中・高教員免許の資格取得者数等も一定の水準を維持している。また、社

会人大学院生へのアンケートの結果も、概ね満足のいく学業の成果を示している。全体と

しては、学習成果を踏まえた修了・履修・資格の取得状況等から判断して、学業の成果が

上がっており、期待される水準にあるといえる。  

教授システム学専攻では、コンピテンシーの充足度に関する自己評価調査の結果が、３

点満点で「中程度」を示す２点と高く、高度専門職業人および研究者の養成について、期

待される水準にあると判断した。  

 

 

観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況）  

 博士前期課程における平成 22 年度から 25 年度までの就職率は、平均して 89%で推移し

ている。また、博士後期課程は平均して 96%で推移しており、就職率が向上する傾向にあ

る(資料 A2-2-1)。 

 

資料 A2-2-1 就職率の推移  

修士・博士前期課程の就職率の推移  

 

博士・博士後期課程の就職率の推移    

 

 (出典: 2014 熊本大学データ集より抜粋 ) 

 

 他の研究科・教育部と比較して、博士前期課程は、県内・九州地区、関東地区の一般企

業、大学・高等学校等の教育及び教育支援関係への就職が多くなっている。博士後期課程

は、県内・九州地区の大学の教育及び教育支援関係に就職する傾向にある。博士前期課程、

博士後期課程ともに、地域の教育・研究分野に貢献しているといえる（資料 A2-2-2）。ま

た、博士前期・後期課程を修了後に、出身国の大学で教員、教育・研究職となる東アジア

の留学生が増える傾向にある。  

 

 

 

 

 

 

 



熊本大大学院社会文化科学研究科 

43 

資料 A2-2-2 就職状況  

博士前期課程就職状況  

 

博士後期課程就職状況                                                                                    

 

 (出典: 2014 熊本大学データ集より抜粋 ) 
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修士・博士前期課程の進学率は、平成 22 年度以降、平均して 7.4%程度で推移してお

り、平成 21 年度よりも下がる傾向にあり、博士後期課程への進学者を増やすことが課題

である(資料 A2-2-3)。 

 

資料 A2-2-3 修士・博士前期課程の進学率

 

                     (出典: 2014 熊本大学データ集より抜粋 ) 

 

教授システム学専攻では、博士前期課程修了生のうち、平成 22 年度から 9 名が博士後

期課程に進学し（資料 A2−2−4）、7 名が大学教員として新たに勤務・昇進している。「修了

生インタビュー」、「学生の声」において、業務改善などや業績・就職に活かしているとの

回答がなされた (資料 A2−2−5)(資料 A2−2−6)。在学生、修了生による学会発表、学術論文

の掲載も積極的に推進している（資料 A2−2−7）。平成 21 年に比して学術論文による業績が

増加する傾向にある。（中期計画番号 31） 

 

資料Ａ2−2−4 年度別博士後期課程内部進学者数  

年 度  進 学 者 数 （人）  

H25 (2013) 1 

H24 (2012) 3 

H23 (2011) 1 

H22 (2010) 4 

H21 (2009) 3 

合 計  12 

（出典：人文社会科学系事務ユニット教務担当資料を基に作成）  
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資料 A2−2−5 修了生インタビュー  

 

（出典：教授システム学専攻案内リーフレット（ 2015 年度版）から抜粋）  
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資料 A2−2−6 学生の声 

 

                        （出典：教授システム学専攻ＨＰ）  

 

資料 A2−2−7 修了生・在学生の業績  

年 度  博 士 論 文  修 士 論 文  学 術 論 文  国 際 会 議  国 内 学 会  

H25 (2013) 1 15 7 6 61 

H24 (2012) 1 9 0 3 36 

H23 (2011) 1 16 6 3 34 

H22 (2010) 1 19 4 6 31 

H21 (2009) 0 19 0 7 29 

合 計  4 78 17 25 191 

（出典: 教授システム学専攻ホームページ  

平成 25 年 http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/research_info/13_3/ 

平成 24 年 http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/research_info/12_3/ 

平成 23 年 http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/research_info/11_3/ 

平成 22 年 http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/research_info/10_3/ 

平成 21 年 http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/research_info/09_3/） 

  

 

 

 

 

 

 

 

http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/research_info/10_3/
http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/research_info/09_3/
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（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

 本研究科の学生の就職率は一定の水準を確保しており、熊本・九州地区、関東地区の教

育・研究分野の人材育成に寄与している。特に、博士後期課程では過去 4 年間において就

職率が向上してきている。教授システム学専攻では、修了生の内、累計で 7 名が大学教員

として新たに勤務・昇進している。博士後期課程への進学率の改善が課題であるが、全体

としては、学業の成果として、進路・就職状況は期待される水準にあると考えられる。  

教授システム学専攻が実施した修了生インタビューでは、専攻で学んだ内容を業務に活

かしている、研究方法を習得できたなど肯定的意見が多数あり、在学生、修了生の学術論

文も平成 21 年に比して増えていることから、期待される水準にあると判断した。  

 

 

４．質の向上度の分析及び判定  

（１） 分析項目Ⅰ 教育活動の状況  

改善・向上している。  

 

本研究科では以下の点が改善・向上している。  

・  博士後期課程の入学者選抜方法の見直しにより、入学者の定員超過が抑制されている。 

・ 多様な地域・社会のニーズに応え、国際的通用性のある俯瞰的な教育課程が現代社会

人間学専攻を中心に一層充実されてきている。また、このような特色ある教育課程が、

ミッションの再定義において評価された。  

・ 教育内容、指導方法については、社会人大学院生へのアンケート調査において、平成

21 年度より平成 24 年度の方が、満足度が高い傾向にある。  

・ コース別・共用院生研究室、コンピュータ室・自習室、図書室等が一層整備され、学

生の主体的な学習の促進に寄与している。  

教授システム学専攻では、以下の点が改善・向上している。  

・ 学生からのフィードバックに基づいた授業科目の改善を継続して実施。  

・ 医療に従事する学生のニーズに合わせて「医療教育における e ラーニング」を開講。  

・ ストーリー型カリキュラムを分析・改善した。  

・ 県外で公開講座を実施し、受験生や科目等履修生の入学に繋げている。  

以上から、教授システム学専攻を含む研究科全体として、教育活動の状況が改善・向上

していると判断した。  

 

（２） 分析項目Ⅱ 教育成果の状況  

改善・向上している。  

 

本研究科では以下の点が改善・向上している。  

・ 博士前期課程の修了率が改善する傾向にある。  

・ 過去 4 年間において、博士後期課程の就職率が向上する傾向にある。  

・ 東アジアの留学生が出身国の大学で教員となるなど、研究科全体として、博士前期・

後期課程修了後に大学教員、研究・教育職として就職する学生が増加している。  

教授システム学専攻では、以下の点が改善・向上している。  

・ 在学生、修了生による学会発表や学術論文の掲載が増加。  

・ 修了生のうち、7 名が大学教員として新たに勤務・昇進している。  

以上から、教授システム学専攻を含む研究科全体として、教育成果の状況が改善・向上

していると判断した。  
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Ⅲ 研究の領域に関する自己評価書  
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１．研究の目的と特徴  

社会文化科学研究科は、文学部・法学部の専門領域の上に作られた学際的・総合的な前

期課程２年と後期課程３年および教授システム専攻（修士課程）よりなる。本研究科は、

現代のグローバリゼーションや科学技術の進展のもとで機能不全に陥りつつある従来の社

会システムに代わる、新しい社会システムを構築するための理論的・実践的研究を、最先

端の研究との連携をふまえて行うことを目的としている。とりわけ東日本大震災後の社会

において新しいシステム作りは焦眉の課題となっている。こうした研究は、学際的、国際

的でありつつ地域に根ざした人文社会科学研究を目指すことによって果たされる。「文化

学専攻」は、有形・無形の文化素材についての専門的研究はもとより、国際的視野に立っ

た文化研究を目指している。「人間・社会科学研究」は、法学や公共政策の研究を地域社会

とのかかわりや共同性の再構築に関わる問題などの視点から行い、新たな社会システムの

構築に寄与することを目的としている。こうした研究に連動して、先端技術による新しい

社会問題や紛争解決のための新たな理論的・実践的研究を行うことも目的としている。ま

た教授システム学専攻では、教育活動やコース教材をシステムとして捉え、科学的工学的

アプローチによる研究、とくに e ラーニングの開発・実施に関する研究をめざしている。

本研究科ではこうした目的に沿って活発な研究活動が行われている。  

 本研究科ではこの目的を達成するために、以下の特色ある研究体制を採用している。  

１ 研究拠点の形成:世界水準の研究を意図した共同研究を推進する。  

２ 学際性の推進:専門の異なる研究者間の学問的交流及び共同研究を強化する。  

３ 地域・社会との連携:地域・社会と連携し、研究協力を発展させる。  

４ 国際化の推進:共同研究、シンポジウム、セミナー、研究科紀要等における国際化を推

進する。  

 

［想定する関係者とその期待］  

 以上の目的及び特徴に照らして、本研究科では、関連領域の学会、地域社会 (地方自治体、

教育関係者、在学生、修了生等 )及び国際社会を主要な関係者として想定し、本研究科の研

究成果が関係者の課題解決に貢献しうるという期待を受けている。  
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２．優れた点及び改善を要する点  

【優れた点】  

 本研究科の優れた点は、第一に、学際的な研究が盛んであることである。また先端倫理

学分野及び交渉紛争解決分野など、国内の研究をリードする、ないしは新たに開発する役

割を担う分野があることも優れた点である。こうした強みが、拠点形成研究を中心とした

学際的・国際的な研究が盛んに行われていることにつながり、また先端倫理学や交渉紛争

解決学の分野が研究科の情報発信や国際化などの点で中心的な役割を果たしており、他の

研究者、研究分野にも刺激を与え、また外部資金の獲得にも貢献している。  

 

【改善を要する点】  

 本研究科は、研究活動に関しては、生命倫理や紛争解決学などの強みを生かした形で展

開されており、大きく改善を要する点はない。  

 

 

３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ研究活動の状況  

観点 研究活動の状況  

（観点に係る状況）  

 社会文化科学研究科では、従来の拠点形成研究である、「社会の「法化」に最適な司法制

度と紛争解決システムの構築」（ 21 世紀の紛争処理システムである  ADR 等の探究を学内

外の研究者との対話を中核に行ってきた）  、「脱近代社会の秩序形成の原理と政策に関す

る研究」（フランスのボルドー大学との連携や九州の地方都市の調査研究によって新たな

コミュニティ像の提示を行ってきた）、「生命倫理を中心とする現代社会研究」（応用倫理の

中でも生命倫理を中心にして、現代社会の諸問題の検討を通じて倫理規範の再構築を行っ

てきた）の三拠点を統合し、平成 20 年から「 21 世紀将来世代学の課題と規範モデル構築」

を形成し、その中に「倫理規範再編グループ」「紛争解決・合意形成グループ」「持続可能

社会グループ」の三つの研究グループを設定し、学際的共同研究を行って来た。教授シス

テム学では「職業人教育システムのイノベーション研究拠点形成」を本学における拠点形

成研究として行っている。本拠点形成研究は、その成果として、共著『将来世代学の構想

―幸福概念の再検討を軸として』を上梓した（高橋隆雄編、九州大学出版会、 2012 年）。  

 この拠点形成研究を中心として本研究科では国際シンポジウムの開催などを積極的に行

い、英語論文も年々増加傾向にある。国際シンポジウムとしては、先端倫理学によるユネ

スコとの共同国際シンポジウム（ UNESCO-Kumamoto University Bioethics Roundtable）を

平成 22 年に第 3 回を開催し、その後、毎年主催者として開催している。また交渉紛争解決

学による国連大学との共同主催の「持続可能な未来に向けた社会変革のための対話技法」

を平成 25 年 5 月 8 日〜10 日に開催した。社会文化科学研究科が主催する国際シンポジウ

ムのほか、各種の国際学会、シンポジウムにおいて口頭発表、論文執筆は 19 点に上る。国

内学会としては、文化経済学会、九州医学哲学会などを主催している。  

 こうした共同研究、学会活動のほか、本研究科では毎年の紀要の発行、プロジェクト研

究の報告書の作成を研究科として行っており、また若手研究者の育成として研究経過報告

会を毎年行っている。また社会文化科学研究科国際奨学事業という名称の奨学金制度を設

け、大学院生の国際学会（海外）発表などを奨励している。  

 紀要の発行状況は、『熊本大学社会文化研究』第 8 号（平成 22 年度）〜第 11 号（平成 25

年度）である。英文紀要 International Journal of Social and Cultural Studies を年

に１回発行している。  

 研究科が開催したシンポジウム、講演会などの成果は次のとおりである（資料 B1-1-1）。 
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資料 B1-1-1 シンポジウム及び講演会等  

平成 22 年度 シンポジウム 3 回、講演会等５回  

平成 23 年度 シンポジウム２回、講演会等 7 回 

平成 24 年度 シンポジウム２回、講演会等 7 回 

平成 25 年度 シンポジウム 3 回、講演会等 7 回 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

 個々の教員に関しては、平成 22 年度から 25 年度までの間に、分担執筆を含めて 17 冊

の著書を出版している（平成 22 年度５冊、平成 23 年度 4 冊、平成 24 年度６冊、平成 25

年度２冊）。論文に関しては平成 22 年度 25 本、平成 23 年度 23 本、平成 24 年度 16 本、平

成 25 年度 22 本に上る（専任教員のみ）。国内の学会発表に関しても、報告、司会、コメン

テーターなどの役割で活発な活動を続けている（資料 B1-1-2）。 

 

資料 B1-1-2 シンポジウム及び講演会等  

  H22 年度  H23 年度  H24 年度  H25 年度  

著書等  5 4 6 2 

論文等  25 23 16 22 

学会発表等  5 4 6 12 

シンポジウム等  4 3 4 6 

 （出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

論文に関しては本研究科の紀要があるが、これは大学院生も含めて次のようになってい

る。 

平成 22 年度 18 本  

平成 23 年度 17 本  

平成 24 年度 13 本  

平成 25 年度 13 本  

 

英文紀要 Journal of Social and Cultural Studies には平成 22 年度 3 本、平成 23 年

度 4 本、平成 24 年度５本、平成 25 年度 2 本の論文が執筆されている。  

 

教授システム学専攻の成果は以下の通りである。  

拠点形成研究の成果  

根本 淳子・鈴木 克明（編著）竹岡  篤永・高橋 暁子・柴田 喜幸（著）『ストーリー中心

型カリキュラム（SCC）の設計理論と授業実践：オンライン大学院の挑戦とその波及効果』

東信堂、平成 25 年度 

 

資料 B1-1-3 成果の一覧  

    
2010

（ H22) 

2011

（ H23) 

2012

（ H24) 

2013

（ H25) 
合計  

著書  教員  14 2 6 5 27 

学術論文  
教員  7 6 16 8 37 

アソシエート  4 6 0 7 17 

国際会議  
教員  10 11 10 19 50 

アソシエート  6 3 3 6 18 

国内学会  
教員  19 25 28 36 108 

アソシエート  31 34 36 61 162 

 （出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 
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競争的資金の獲得に関しては、人文社会系は、平成 22 年度は、基盤研究（Ａ）２件、基

盤研究（Ｂ）５件をはじめ、基盤研究（Ｃ）２件、若手研究（Ｂ）１件、萌芽研究２件の

合計 12 件の科研費を獲得している。平成 23 年度は基盤研究（Ａ）を２件、基盤研究（Ｂ）

を 8 件、基盤研究（Ｃ）を３件、挑戦的萌芽研究を５件の計 18 件を獲得した。平成 24 年

度は基盤研究（Ａ）を３件、基盤研究（Ｂ）を９件、基盤研究（Ｃ）を４件、若手研究（Ｂ）

を１件、挑戦的萌芽研究を３件、地域医療基盤開発推進研究事業を１件の計 21 件が採択さ

れた。平成 25 年度は、基盤研究（Ａ）を３件、基盤研究（Ｂ）５件、基盤研究（Ｃ）を４

件、若手研究（Ｂ）を１件、地域医療基盤開発研究事業を１件の計 14 件が採択されている

（資料 B1-1-4）。 

金額を年次の推移で見ると次のようになる。  

平成 22 年度 13,260（千円）  

平成 23 年度 24,380（千円）  

平成 24 年度 25,380（千円）  

平成 25 年度 12,750（千円）  

となっている。平成 25 年度は減少しているが、基盤研究（Ａ）は３件を維持しており、ま

た基盤研究（Ｂ）も決して少ない件数ではない。  

 

教授システムの外部資金は次のとおりである。 

平成 22 年度 萌芽研究１件、基盤研究（ B）３件、基盤研究（C）3 件、 

若手研究（B）１件 

平成 23 年度 基盤研究（B）４件 

平成 24 年度 基盤研究（B）１件、基盤研究（C）２件、若手研究（B）１件、  

厚生労働科学研究補助金１件、国土技術政策総合研究所１件  

平成 25 年度 基盤研究（B）４件、基盤研究）C）５件、若手研究（B）１件、  

基盤研究（特別研究員）１件、厚生労働科学研究補助金２件、  

国土技術政策総合研究所１件  

（合計、平成 22 年度 8 件、平成 23 年度４件、平成 24 年度 6 件、平成 25 年度 14 件） 

教授システム学専攻の外部資金獲得は、大きく伸びている。  

 

資料 B1-1-4 科学研究費補助金獲得状況  

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

 その他外部からの研究資金獲得の方策としては、各種研究助成金応募や公共団体、民間

等との受託研究及び共同研究が挙げられる（資料 B1-1-5）。 

 

 

（単位：件、千円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

基盤研究（Ａ） 2 600 2 600 3 1,070 3 1,100 10 3,370

基盤研究（Ｂ） 5 8,700 8 17,400 9 17,260 5 7,500 27 50,860

基盤研究（Ｃ） 2 960 3 1,080 4 3,150 4 2,450 13 7,640

若手研究（Ｂ） 1 900 1 1,000 1 1,200 3 3,100

挑戦的萌芽研究 2 2,100 5 5,300 3 2,400 10 9,800

特別研究員奨励費 0 0
地域医療基盤開発推進研究事業 1 500 1 500 2 1,000

計 12 13,260 18 24,380 21 25,380 14 12,750 65 75,770

※　件数、金額ともに主任研究者、分担研究者の合計

計平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
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資料 B1-1-5① 寄附金受入状況  

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

資料 B1-1-5② 受託研究及び共同研究受入状況  

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

また、教員の研究活動を活性化するため、毎年度始めに当該年度の研究計画及び前年度

の研究実績を記載した研究計画書を提出し、冊子体にまとめたものを各教員に配布し、研

究シーズの共有を推進している（資料 B1-1-6）。  

 

資料 B1-1-6 教員研究計画書  

 

受入年度 寄附金額 寄附者

平成２２年度 800,000 高橋　隆雄

300,000 高橋　隆雄

400,000 高橋　隆雄

500,000 根本　淳子

1,200,000 高橋　隆雄

10,000 中川　輝彦

平成２４年度 600,000 高橋　隆雄

日本教育公務員弘済会研究助成金

三菱財団研究助成金

平成２３年度

備　　　　　考

三菱財団研究助成金

三菱財団研究助成金

三菱財団研究助成金

放送文化基金助成金

放送文化基金助成金

受入年度 受託/共同 研究経費 研究代表者 契約相手方

平成２４年度 受託 644,900 山下裕作 宇城市

平成２５年度 共同 1,800,000 鈴木克明 TDMコンサルティング
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（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

（水準）  

期待される水準を上回る。  

 

（判断理由）  

 研究の実施体制として大学院生の研究活動を含んだプロジェクト研究をはじめとして、

拠点形成研究Ｂなどの国際的かつ学際的な共同研究を推進する体制を整えており、国際セ

ミナーやシンポジウム、海外との共同研究など活発な研究活動を行っている点が優れてお

り、また、こうした活動が研究者個々人の研究にも大きな刺激を与えている点が優れてい

る。拠点形成研究グループは、国際セミナーを期間中 10 回以上開催してきた。またメンバ

ーによる著書も 10 点に上る。教授システム学専攻も、図書の出版、論文、シンポジウムの

開催など大きな成果を挙げている。 

 科学研究費補助金における基盤研究（Ａ）の獲得が増加している点にも成果が現れてい

る。平成 21 年度には基盤（Ａ）は１件もなかった点を考えると、大きな前進である。教授

システム学専攻の科学研究費補助金などの外部資金は、年度を追うごとに大きく伸びてい

る。 

 また英文論文も増加し、海外の研究者、研究機関との連携も多く見られるようになり、

研究の国際化は前進している。これまでの取組が成果を生んだものであり、また研究水準

が向上しつつあることの現れであるといってよい。  

 研究活動の検証・改善としては、毎年、教員全員に対して研究計画書と個人活動評価書

の作成・提出を求めている点が挙げられる。大学院生の研究活動の点検・改善の取組とし

て、２日間にわたり全教員参加のもとでの研究経過報告会を行っている。  

 こうしたことから、研究水準の向上に関して言えば、いずれも学会関係者、共同研究の

対象者らの期待に十分応えているといえ、期待される水準を上回るものである。  

 

 

分析項目Ⅱ研究成果の状況  

観点 研究の成果  

（観点に係る状況）  

 社会文化科学研究科の研究成果の評価は、学術面での  SS「当該分野において卓越した水

準にある」、S「当該分野において優秀な水準にある」、社会・経済・文化面での  SS「社会、

経済、文化への貢献が卓越している」、S「社会、経済、文化への貢献が優秀である」 の判

断基準として、熊本大学における全学基準の中の「『人と社会 (社文系)の科学』に関する研

究業績の判断基準」を用いて行った(資料 B-2-2-1)。実際に基準を適用する際には、イン

パクト・ファクターのない学術誌が多いことや、この領域の優れた雑誌等においてさえ論

文被引用回数が不確定であること、また学会賞等の賞の絶対数の少なさ等を考慮して判断

基準を使用した。  

 その結果選定された研究科を代表する業績としては、 1)学術面では SS が 0 件、S が 4

件、社会・経済・文化面では、 SS が 0 件、S が 2 件である。合計して「研究科を代表する

優れた研究業績リスト」には、 SS が 0 件、S が 6 件の計 6 件が記載されている。  

 学問領域ごとの内訳は、倫理学 (S: 2 件)、社会学(S: 2 件)、教授システム学(S:2 件)で

ある。 

 これらの研究業績の合計 6 件の中で拠点形成研究関連の研究業績が 2 件ある。さらに、

リストに掲載された他の研究業績の中の多くが拠点形成研究のメンバーによるものであり、

本研究科における研究活動に対する拠点形成研究の貢献の大きさがここに明瞭に示されて

いる。また、学問領域で見ると、歴史学、生命倫理等の倫理学、法学・政策学の領域に加

え、地域研究を主とする社会学の業績も顕著である。さらに、それらの領域すべてにわた

り、共同研究の成果として学際的研究が目立っている。  

 以上から見て取れるように、本研究科を代表する研究業績は、学際的、国際的でありつ
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つ地域に根ざした人文社会科学研究を目指すという本研究科の研究目的に沿うものである。 

 

 

資料 B2-2-1 「人と社会（社文系）の科学」に関する研究業績の判断基準  

区分  
左記区分と判断した根拠  

学術面  社会、経済、文化面  

SS  

●タイプＡ：  
  論文を掲載した学術誌が、付表に示す

「 SS の基準」を満たしている。  
●タイプＢ：  
  同学術誌が、付表に示す「 S の基準」を

満たし、かつ下記の条件の２つを満たして
いる。  

 ・学会・国際会議等において、当該業績に
関わる招待講演、基調講演を行った。  

 ・当該業績が科学研究費補助金等の採択に
寄与した。  

 ・当該業績の被引用回数が 10 回以上であ
る。  

 ・当該業績が書評等において高く評価され
た。  

●タイプＣ：  
  同学術誌が、付表に示す「 A の基準」を

満たし、かつ下記の条件を満たしている。  
 ・当該業績の被引用回数が 30 回以上であ

る。  
●タイプＤ：  
  出版された学術的著書又は創造的作品に

あっては、書評等が複数の全国学会レベ
ル以上の学術誌に掲載され、いずれにお
いても研究業績が特に高く評価された。  

●タイプＥ：  
  論文、学術的著書又は創造的作品が、学

士院賞、卓越した水準の学会賞・学術賞・
国際賞等の受賞に寄与した。  

●タイプＫ：  
  人と社会（社文系）に関係する分野にお

いて、当該業績の利用・普及状況や地域、
産業界での応用・活用状況、政策への具体
的な反映状況が卓越している。  

●タイプＬ：  
  研究成果に関して国際的な賞、大臣表彰

等による顕彰がなされている、又は、研究
成果が国内のメジャーなメディア及び国外
のメディアで報道されている。  

●タイプＭ：  
  教科書・啓発書等が権威ある書評などに

取り上げられている、長期にわたり広く利
用されていることから、貢献が卓越してい
る。  

●タイプＮ：  
  研究成果による貢献が卓越しており、国

際的な賞、大臣表彰等による顕彰がなされ
ている、又は、研究成果が国内のメジャー
なメディア及び国外のメディアで報道され
ている。  

S 

●タイプＦ：  
  論文を掲載した学術誌が、付表に示す

「 S の基準」を満たしている。  
●タイプＧ：  
  同学術誌が、付表に示す「 A の基準」を

満たし、かつ下記の条件の２つを満たして
いる。  

 ・学会・国際会議等において、当該業績に
関わる招待講演、基調講演を行った。  

 ・当該業績が科学研究費補助金等の採択に
寄与した。  

 ・当該業績の被引用回数が 10 回以上であ
る。  

 ・当該業績が書評等において高く評価され
た。  

●タイプＨ：  
  同学術誌が、付表に示す「 B の基準」を

満たし、かつ下記の条件を満たしている。  
 ・当該業績の被引用回数が 30 回以上であ

る。  
●タイプＩ：  

出版された学術的著書又は創造的作
品にあっては、書評等が全国学会レベ
ル以上の学術誌等に掲載され、研究業
績が高く評価された。  

●タイプＪ：  
  論文、学術的著書又は創造的作品が、優

秀な水準の学会賞・学術賞等の受賞に寄与
した。  

●タイプＯ：  
  人と社会（社文系）に関係する分野にお

いて、当該業績の利用・普及状況や地域、
産業界での応用・活用状況、政策への具体
的な反映状況が優秀である。  

●タイプＰ：  
  研究成果が関係者から表彰されている、

又は、研究成果が国内のメジャーなメディ
アで報道されている、又は、実用化研究に
必要な大型の競争的外部資金の獲得に寄与
している。  

●タイプＱ：  
  教科書・啓発書等が権威ある書評などに

取り上げられている、長期にわたり広く利
用されていることから、貢献が優秀であ
る。  

 

 

付表「人と社会(社文系)の科学」の学術誌の水準判断における Impact Factor の下限値  

系 

分野  分科  細目番号  
学術誌の水準判断における  

Impact Factor（ IF）の下限値  
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SS S A B 

総
合
・
新
領
域
系 

情報学  情報学フロンティア  1303 2.0 1.2 0.6 0.3 

複合領域  

デザイン学  1651 1.0 0.6 0.3 
0.1

5 

生活科学  
1701～
1703 

2.0 1.2 0.6 0.3 

科学教育・教育工学  
1801～
1802 

1.5 0.8 0.4 0.2 

科学社会学・科学技
術史  

1901 1.0 0.6 0.3 
0.1

5 
文化財科学・博物館
学  

2001 2.0 1.2 0.6 0.3 

地理学  2101 2.0 1.2 0.6 0.3 

健康・スポーツ科学  
2401～
2403 

2.5 1.5 0.8 0.4 

子ども学  2451 1.0 0.6 0.3 
0.1

5 

人
文
社
会
系 

総 合 人 文 社
会  

地域研究  2701 1.0 0.6 0.3 
0.1

5 

ジェンダー  2801 1.0 0.6 0.3 
0.1

5 

人文学  

哲学  
2901～
2904 

1.0 0.6 0.3 
0.1

5 

芸術学  
3001～
3003 

1.0 0.6 0.3 
0.1

5 

文学  
3101～
3105 

1.0 0.6 0.3 
0.1

5 

言語学  
3201～
3205 

1.5 0.8 0.4 0.2 

史学  
3301～
3305 

1.0 0.6 0.3 
0.1

5 
人文地理学  3401 2.0 1.2 0.6 0.3 

文化人類学  3501 1.0 0.6 0.3 
0.
15 

社会科学  

法学  
3601～
3607 

3.0 1.8 1.0 0.5 

政治学  
3701～
3702 

1.5 0.8 0.4 0.2 

経済学  
3801～
3807 

2.0 1.2 0.6 0.3 

経営学  
3901～
3903 

2.0 1.2 0.6 0.3 

社会学  
4001～
4002 

2.0 1.2 0.6 0.3 

心理学  
4101～
4104 

3.0 1.8 1.0 0.5 

教育学  
4201～
4204 

1.5 0.8 0.4 0.2 

生
物
系  

社会経済農
学  

経営・経済農学  7401 2.0 1.2 0.6 0.3 

社会・開発農学  7402 2.0 1.2 0.6 0.3 

「 B の基準」  
の追加条件  

Impact Factor が無い場合にあっては、優秀な水準と認められる査読付き学術
誌を区分 B とする。例えば、西日本哲学会等、査読体制の整った学会誌等。  

「 A の基準」  
の追加条件  

Impact Factor が無い場合にあっては、各研究領域において、特に優秀な水準
と認められる学術誌を区分 A とする。例えば、日本哲学会、日本倫理学会、日
本臨床心理学会、日本国語教育学会、日本家政学会等、各研究領域において日
本を代表する学会の機関誌等（公法研究、民商法雑誌、民事訴訟雑誌等を含
む）。  

「 S の基準」  
の追加条件  

例えば、 Bioethics, Philosophy and Public Affairs 等、著名な国際的学術
誌。 Impact Factor が無い場合にあっては、各研究領域において、卓越した水
準と認められる学術誌を区分 S とする。  

「 SS の基準」  
の追加条件  

例えば、 Journal of Philosophy, Ethics, Nature等、トップクラスの国際的学
術誌。 Impact Factorが無い場合にあっては、各研究領域において、国際的に定
評のある学術誌を区分 SSとする。  

学術的著作・作
品の追加条件  

学術的著作の書評及び作品の評価の学術誌への掲載については、新聞などでの
書評・紹介・引用、学術書等の文献目録での記載、他者の研究史・学界動向論
文等における言及を含む。  

（出典：熊本大学組織評価実施要領） 

 



熊本大学大学院社会文化科学研究科 

57 

 

 

（水準）  

期待される水準を上回る。  

 

（判断理由）  

国際的雑誌に掲載された論文が増加し、また日本語による著書・論文も、東日本大震災

関係のものも含めて、学術的にも社会的にも大きな意義を有するものを数多く世に問うこ

とができている。学術・実践双方において貢献できたものと考える。永青文庫関係の調査

活動においても資料集を出版するに至り、順調に進んでいる。  

以上の点から期待される水準を上回るものと判断される。  

 

 

 

 

４．質の向上度の分析及び判定  

（１）分析項目Ⅰ  研究活動の状況  

（判定結果）  

改善・向上している。  

 

（判断理由） 

研究活動として、シンポジウムの開催等は平成 22 年から 25 年までの間に 17 回（人文

社会系教員 14 人）に及び、拠点形成研究による国  際シンポジウムも 10 回以上に上る。学

会発表等は、平成 21 年度の 21 回に比べると多少減少し、平成 22 年度から 25 年度までに

37 回となっているが、総じて研究活動は活発であるといえる。  

外部資金の獲得も、平成 21 年度が基盤研究（B）4 件、基盤研究（C）2 件、若手研究（B）

1 件、挑戦的萌芽研究 1 件、特別研究員奨励費 1 件であったのに対し、平成 22 年度以降は

基盤研究（Ａ）を毎年獲得しており、平成 25 年までの間に 10 件を獲得している。また基

盤研究（B）は 27 件、基盤研究（C）は 13 件と、飛躍的に増大し、挑戦的萌芽研究も 10 件

と多く伸びている。これらは研究活動が活発化してきた現れであるといえる。  

以上の点から改善・向上していると判断する。  

 

 

（２）分析項目Ⅱ  研究成果の状況  

（判定結果） 

高い質を維持している。 

 

（判断理由） 

本自己評価書 51 頁にあるように、平成 22 年度から 25 年度までの間に著書 17 冊、論文

86 本となっている。平成 21 年度が著書６冊、論 文 33 本であったことをみると、成果発

表としては多少減速している感があるが、「研究活動の状況」にも述べたように、科研費の

獲得状況なども合わせて考えると、高い質を維持しているといってよい。  

以上の点から、高い質を維持していると判断する。  
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Ⅳ 社会貢献の領域に関する自己評価書  
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１． 社会貢献の目的と特徴  

 本学は中期目標において、「社会との連携や社会貢献に関する目標」として、  

①大学の資源と知的活動の成果を利活用して、大学間連携、産学官連携をグローバルに推

進し、知識基盤社会の形成・発展、産業の振興等に貢献する。  

②地域振興の中核大学として、熊本大学の資源と知的活動を活用し、また地域の諸機関と

連携し、地域に貢献する。  

という目標を掲げ、さらにその目標を達成するための措置として具体化しているが、その

うち、人文社会系に関係する部分を挙げると次の 3 点がある。  

１）地域振興の中核大学として、地方自治体と共同で、魅力ある地域づくりと地域人材育

成を行うため、政策創造研究教育センターの機能を強化する。  

２）地域文化の向上、教育の質向上に貢献するため、「高等教育コンソーシアム熊本」の活

動を活性化する。  

３）図書館等を中心とした地域への情報提供と知的・文化的サービスを一層充実させると

ともに、公開講座や授業開放等を推進し、地域住民への知の還元を行う。  

 こうした大学の目標を踏まえて、本研究科では、広く社会に研究成果を還元し、また社

会問題の解決に資するために、市民講座、放送大学その他の教育活動への講師派遣や県内

外の委員活動を通じて、社会の発展に貢献することを目標としている。  

 以上のように、本研究科の特徴は、人文分野から社会科学、情報科学などの広範囲の専

門知識を生かして、地域社会再生のための活動を継続的に行っている点、熊本という特性

を生かし、水俣と震災被害地をつなぐ活動を社会貢献として行っている点、さらに情報分

野、e ラーニングなど先駆的な分野を持つことを生かした貢献を行っている点にある。  

 

 

 

 

 

 

 

［想定する関係者とその期待］  

主に県外（あるいは県内・県外の連携）の市民、ＮＰＯ、行政機関などを活動の関係者

として想定している。大学の専門知識を社会問題の解決に役立てることが期待されている。 
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２． 優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

・ 人文科学、社会科学、情報科学など広範囲にわたる専門領域を持っており、多様な貢

献ができることが本研究科の特徴である。  

・ 水俣の経験を震災復興と結びつけ、有機的に連関したものとして捉えつつ、被災者の

心の問題まで踏み込んで、トラウマの解消を図るケアを重視し、地域再生に貢献してい

る点が優れている。  

 

 

【改善を要する点】  

・ 研究科全体として社会貢献を行う体制がまだ未整備であること。個々の教員の努力に

負うところが多く、今後は全体としてどのような体制を整えるかが問われる。  

 

 

３． 観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 大学の目的に照らして、社会貢献活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

観点 社会貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的

方針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知されているか。 

（観点に係る状況）  

特に計画を公示したり、具体的方針を定めたりしているわけではない点が問題点ではあ

るが、ホームページやポスターなどを通じて、研究科としての活動は明示している（資料

C1-1-1）。 

 

資料 C1-1-1① 研究科活動状況（アニュアルレポート）  

 
（出典：社会文化科学研究科資料）  
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資料 C1-1-1② 研究科案内での記載例 

 

（出典：社会文化科学研究案内）  

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

公表周知という点では、本研究科は本来教育と研究の機関であるので、特に社会貢献を

目的として掲げてはいないし、その計画も特に策定していないが、通常の教育研究活動を

通じて行っている社会貢献に関しては、毎年発行されているアニュアルレポート（分野に

よる）やインターネットによって、広く社会に向けたシンポジウムの開催や講演会などの

情報を受け取れる状態になっている点で、期待される水準にあるといえる。  

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）  

社会貢献を研究科の計画として特に掲げているわけではないが、通常の教育研究活動の

なかで広く社会に貢献することを目的とした活動を行っている。長期的な社会貢献活動と

しては、放送大学や県外の大学、行政機関において講師、委員としての活動が中心となっ

ている。平成 25 年は 13 件、平成 24 年 17 件、平成 23 年 12 件、平成 22 年 26 件である。

短期的な講師活動や委員活動は多数に上る（資料 C1-2-1）。 

こうした活動の他、本研究科独自の活動として、特に東日本大震災後の紛争解決に資す

る活動を通じた社会貢献がある。これは主に交渉紛争解決学の担当者によって、東日本大

震災後のコミュニティ再建を支援する活動であり、特に津波と原子力発電所の事故の双方

によって大きな被害を受けた地域を対象にして行っている。交渉紛争解決学を中心とした

社会貢献活動では、次のような活動を行っている（資料 C1-2-2）。  

（１）紛争解決支援事業；2013 年から月に一度ずついわき市を訪問し、NPＯ法人などとも

協力しながら被災者支援を行っている。  

（２）紛争解決講座：いわき市、及び同市の社会福祉協議会と連携して被災者支援の一環

として紛争解決の連続講座を行っている。  
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（３）被災地のリーダーに対する「対話・紛争解決トレーニング」を、国連大学と社会文

化科学研究科の共同事業として行っている。  

（４）福島こどもプロジェクト  

（５）紛争解決・葛藤解決講座の開設（熊本市において）  

（６）対話カフェ  

（７）熊本の避難者の現状や支援資源に関する調査事業とマッピング  

（８）熊本と福島をつなぐ相互学習研修  

（９）ふくしまの今×みなまた  

（10）熊本大学生涯学習出前講座  

また紛争解決学講座以外にも、公共政策学（行政学）による地域づくり関連で、福島の

復興に寄与する活動などがあった。  

 

資料 C1-2-1 学外委員、研究成果を活かした他大学等への教育支援状況（平成 25 年） 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講座名 職名 氏名 兼業先 兼業先職名
日本・東アジア文化学領域 大学院担当教授 森　正人 放送大学 非常勤講師
日本・東アジア文化学領域 大学院担当教授 山下　裕作 国立大学法人　山口大学　 非常勤講師

地域公共政策論 大学院担当教授 髙橋　隆雄 熊本市医師会看護専門学校 非常勤講師
日本・東アジア文化学領域 大学院担当教授 森　正人 大学共同利用機関法人　人間文化研究機構 国文学文献資料調査員

教授システム学専攻 大学院担当教授 鈴木　克明 株式会社日本サイバー教育研究所 技術アドバイザー

地域公共政策論 大学院担当教授 髙橋　隆雄 国立病院機構　熊本医療センター附属看護学校 非常勤講師

教授システム学専攻 大学院担当教授 鈴木　克明 日本放送協会学園高等学校 高等学校ﾈｯﾄ学習ｼｽﾃﾑ支援のための指導・助言者

公共政策学領域 大学院担当教授 魚住　弘久 千葉県佐倉市 佐倉市入札監視委員会委員

教授システム学専攻 大学院担当教授 鈴木　克明 青森県立保健大学 非常勤講師

公共政策学領域 大学院担当教授 魚住　弘久 国立大学法人　千葉大学 学位論文審査委員

教授システム学専攻 大学院担当准教授 北村　士朗 熊本大学生活協同組合 理事

教授システム学専攻 大学院担当助教 根本　淳子 一般財団法人　日本教育学習評価機構 理事

教授システム学専攻 大学院担当教授 鈴木　克明 一般財団法人　日本教育学習評価機構 評議員

公共政策学領域 大学院担当教授 魚住　弘久 国立大学法人　千葉大学 非常勤講師

地域公共政策論 大学院担当教授 髙橋　隆雄 国立水俣病総合研究センター 疫学研究倫理審査委員会委員及び臨床研究倫理審査委員会委員

教授システム学専攻 大学院担当教授 鈴木　克明 国立大学法人　東京工業大学 非常勤講師

交渉紛争解決学領域 大学院担当准教授 石原　明子 千葉医療福祉専門学校 非常勤講師
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資料 C1-2-2 公共政策セミナーの例  

 

（出典：熊本大学ホームページ）  

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

通常の教育研究活動を行う中で、本研究科は社会貢献活動も行っているが（特別に計画

を立てているわけではない）、社会問題の解決に資する知識・手法が期待されているのに対

して、専門知識の提供を目的としたシンポジウムや講演会を開催していることから、期待

される水準にあるといえる。  

 

観点 活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して活動の成果が上がって

いるか。  

（観点に係る状況）  

社会貢献活動として教育機関、行政機関、市民団体での講師などの活動があるが、これ

らの活動は継続的・長期的に行われている。その点で活動の成果は上がっているといえる。  

また震災関連の活動では、いわき市での活動や福島・水俣交流ツアーでは、参加者から、

「福島の現状や未来について、水俣を通じて、客観的に考えるきっかけを得た」「他の地域

ではなかなか理解してもらえない福島在住者の複雑な思いを、ここでは言葉がいらずにわ

かってもらえる。深いつながりを得た」という感想や、水俣で関わってくださった方々か

らも「福島を通じて、水俣を再び見つめなおす機会をいただいた」、あるいは「こころの傷
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が生活にもたらす影響や、また地域の分断にも深く関わっていることが理解でき、本当に

よかった。これからもっと深く学びたいところで、２日間のワークショップが終わってし

まったので、次回を期待します」「来年度もまたぜひきてください」、という声が得られた。

こうした活動や声は産經新聞などでも報じられており、社会的にも大きな反響を呼んでい

る。 

このような活動は、ウェブサイト「くまもとぐらし― 3・11 避難者や移住者のためのお

役立ちサイト」（http://kumagura.net/）の立ち上げに至っており（資料 C1-3-1）、支援、

出会い、相談、食、暮らしなどの面でのサポート体制と熊大と市民団体の協力で行ってい

る。この活動は朝日新聞や熊本日日新聞などでも大きく取り上げられた。  

 

資料 C1-3-1 くまもとぐらしウェブサイト  

 

 

  （出典：くまもとぐらしウェブサイト） 

 

（水準）  

期待される水準を上回る。  

 

（判断理由）  

上記の活動状況から見て、本研究科の社会貢献活動は、活動量も成果も関係者の期待を

超えるものであると言ってよい。  

 

観点 改善のための取組が行われているか。  

（観点に係る状況）  

 改善のための取組の前に、問題点の把握が必要であるが、現在、これまでの活動を振り

返って、何が問題であるか  を、それぞれの活動ごとに考察を開始する予定である。とりわ

け社会貢献に関して計画等を策定して来ずに、ここの教員の努力に追うところが多かった  

点が問題のひとつであると認識している。現在はまだ具体的な取組には至っていないが、

http://kumagura.net/
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計画策定を含め、改善策を今後具体化する予定である  

 

（水準）  

 期待される水準を下回る。  

 

（判断理由）  

 研究科としての教育研究活動の中で行っている社会貢献活動は、関係者・参加者の期待

に応えるものであるが、本研究科の社会貢献に関しての計画策定等を具体化する必要があ

ることから、期待される水準を下回るといわざるを得ない。  

 

分析項目Ⅱ 大学の目的に照らして、地域貢献活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

観点 大学の地域貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や

具体的方針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知されて

いるか。  

（観点に係る状況）  

 『熊本大学概要 2009』『熊本大学アクションプラン 2010』『熊本大学の地域社会との連携

に係る基本方針』に掲げられた全学の目的にしたがって、本研究科は地域貢献活動を行っ

ている。とくに『熊本大学の地域社会との連携に係る基本方針』に掲げられている「地域

社会との組織的な連携の強化」として、公開講座の開催の他、自治体等の審議会・委員会

委員の受任や、企業、市民活動などとも連携を強め、地域社会に貢献している（資料 C2-

1-1）。また、熊本市と連携し、東アジア各国の将来有望な大学院生等を熊本市インターン

シップ研修生として毎年３名程度受け入れ、帰国後の情報発信及び将来にわたる人的ネッ

トワークの構築につなげている（資料 C2-1-2）。 

  

資料 C2-1-1 公開講座実施状況  

 

（出典：熊本大学ホームページ）  
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資料 C2-1-2 熊本市東アジア留学生インターンシップ研修生募集要項  

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（水準）  

 期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

 大学の地域貢献活動の目的の範囲内で、本研究科は地域貢献活動を通常の教育研究活動

の延長線上で行っている。これと別途の形で研究科として地域貢献活動を計画し、明示し

ているわけではないが、ホームページにおいて教員の専門領域、授業内容などを公開し、

地域社会に対してアクセスできるようにしている。  

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）  

 本研究科では、地域貢献として県内の行政機関や教育機関などでの活動を行っている。

研修講師や非常勤講師、行政機関の委員などの長期的な活動としては、平成 25 年 4 件、平

成 24 年 2 件、平成 23 年 5 件、平成 22 年 5 件である。短期的な活動としては市民向けの

講演活動や行政機関の研修講師などが中心である（前掲資料 C1-2-1）。 

また公開講座も積極的に開催している（前掲資料 C2-1-1）。 

さらに自然科学研究科とともに、「熊本大学学際セミナー」を一般公開して開催し、地域

社会に対して、熊大の文理融合的な知の還元も行っている（資料 C2-2-1）。 
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資料 C2-2-1 学際セミナー実施状況  

 

（出典：熊本大学ホームページ）  

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

地域社会に対する貢献活動としては、相手機関・団体からの要請に応えており、また本

研究科からも働きかけを行っており、本研究科の活動は地域の期待に応えたものであると

いえる。  

 

 

観点 活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して、活動の成果が上がっ

ているか。  

（観点に係る状況）  

自治体等の審議会・委員会委員については、任期満了後も再任されるケースが多く（前

掲資料 C1-2-1）、また研修講師依頼や市民活動の講師依頼なども長期、短期合わせて継続

的に依頼されているケースが多く、継続的に地域貢献活動を行っている。  

学際セミナーも、震災関連の問題を取り上げ、地域社会のあり方を考えるもので、市民

の関心に応えるものであった（工学部 2 号館 223 号室を使用、参加者約 70 人）。セミナー

に伴うシンポジウムでは参加者を交えた活発な意見交換が行われた（前掲資料 C2-2-1）。

そこでは「防災のための地域コミュニティづくりについて教えてください」「コミュニティ

に適正サイズはありますか」「地域再生へと至る道を教えて下さい」などの声があり、「示

唆を得た」という声もあった。  

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

教員の地域貢献活動が継続的に行われている点、やシンポジウムでの意見などからみて、

関係機関、市民の期待に応えていると判断できる。  
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観点 改善のための取組が行われているか。  

（観点に係る状況）  

 地域貢献活動に関しては、その問題点の把握自体が今後の課題であり、まずその点の把

握から始める必要がある。地域貢献活動の問題点や関係機関などに聞き取り調査などを行

ってから改善のための方策を考えていく。  

 

（水準）  

 期待される水準に達していない  

 

（判断理由）  

本来、地域貢献活動については、関係者の期待に応えながら行っていくべきであり、本

研究科が行っている活動に関しては、ある程度期待に応えているといえる。が、研究科全

体としての方針、計画等の策定は遅れており、その点で期待される水準に達していないと

いわざるを得ない。  

 

４． 質の向上度の分析及び判定  

（１） 分析項目Ⅰ 大学の目的に照らして、社会貢献活動が適切に行われ、成果を上げて

いること。  

（判定結果）  

質を維持している。  

 

（判定理由）  

本研究科は、『熊本大学の地域社会との連携に係る基本方針』に掲げられた全学の目的に

従って社会貢献活動を行っている。具体的には『熊本大学の地域社会との連携に係る基本

方針』に掲げられている「教育面における社会サービスの充実」、「地域社会が抱える課題

を解決するため、自治体等の審議会・委員会への参画」、「課題解決に関する調査研究及び

その成果に基づく政策提言」、「本学の教育研究成果の還元」などの活動を行っている。  

 以上のことから、「質を維持している」と判断する。  

 

 

（２） 分析項目Ⅱ 大学の目的に照らして、地域貢献活動が適切に行われ、成果を上げて

いること。  

（判定結果）  

質を維持している。  

 

（判定理由）  

本研究科は、『熊本大学の地域社会との連携に係る基本方針』に掲げられた全学の目的に

従って地域貢献活動を行っている。具体的には『熊本大学の地域社会との連携に係る基本

方針』に掲げられている「地域社会との組織的な連携の強化」として、教育面における社

会サービスの充実、地元自治体や各種団体からの依頼される委員等の活動を通して地域貢

献活動を行っている。また、東日本大震災後の紛争解決に資する活動を通じた社会貢献も

行っている。  

 以上のことから、「質を維持している」と判断する。  
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Ⅴ 国際化の領域に関する自己評価書  
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１． 国際化の目的と特徴  

 本学の国際化に関する目標は、中期計画において「質の高い国際連携教育の拡充とそれ

を円滑に実施するための制度や仕組みを整備し、教育の国際的通用性の向上を目指す」と

され、具体的には、①英語による授業の実施、留学生を対象とする日本語教育の充実、交

流協定校等との教育プログラムの拡充などを通じて、学生の国際的な交流を推進する。②

外国人教員・研究者の受入を拡充するとともに、秋季入学の実施拡大など、教育環境を整

備する、という二点が挙げられている。  

また「本学の特色ある分野を中心として、諸外国の研究機関との研究連携を強化するこ

とにより、研究の国際的な卓越性を高める」という目標のもと、①研究者交流を大学とし

て推進するために、国際的研究ネットワーク等を充実させ、国際的研究環境を整備する。

②アジアをはじめとした世界諸国において、高等教育の発展、研究レベルの向上、並びに

人材育成に貢献するために、国際共同研究や国際協力事業等を展開する、としている。  

 これを受けて、社会文化科学研究科も、「世界の知の発展」に寄与することを理念に掲げ、

研究者交流や国際共同研究を積極的に行うことを各専攻の方針としている。具体的には、

公共政策学専攻や現代社会人間学専攻、文化学専攻などにおいて、アドミッション・ポリ

シーやコースの特色及びカリキュラムにおいて国際的視野を持った人材育成を目標として

掲げ、カリキュラムに交流協定校をはじめとした海外の大学・研究機関との国際交流に依

拠した授業を組み込み、それぞれの分野の研究の水準の向上と国際化を図っている。さら

に研究のみならず、「東アジア・ビジネス・コミュニケーション専門職コース」では、ビジ

ネスの現場で文化的相違から生じる諸問題を解決できる人材の育成を目指している。  

 本研究科の特徴は、研究水準の国際化を図るだけでなく、上記のようにビジネス分野に

おいて国際的に活躍できる人材育成を目指していること、及び交渉紛争解決学分野などの

ように、実践的な課題解決において国際的な視野をもって活躍できる人材育成を目指して

いる点を大きな特徴としている。  

 

 

 

 

 

［想定する関係者とその期待］  

 上記の目的と特徴から、本研究科が想定する関係者は、海外の大学や研究機関の研究者、

グローバルな展開をしている企業関係者、また内外の紛争に関わる関係者を想定しており、

国際的な共同研究の展開、ビジネスにおける文化的相違から生じる諸問題の解決、国際的

な紛争地での活躍を期待されている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



熊本大学大学院社会文化科学研究科 

71 

２． 優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

大学院教育において研究の国際化や水準向上を目指すのは当然として、本研究科はさら

に、ビジネスや国際紛争、倫理的諸問題まで視野を広げ、これらの分野で活躍できる人材

の育成を目指している点、そしてそうした人材育成を図るためのコースワーク、カリキュ

ラムを整備している点が優れている。  

 

 

【改善を要する点】  

実践的な人材育成を図っている点は優れているが、個々の専攻、コースでの活動に止ま

っている点が改善を要する点である。研究科全体として連携して国際化を推進するための

仕組みやカリキュラムを整備する必要がある。  

 

 

３． 観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 目的に照らして、国際化に向けた活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

観点 国際化の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方針が

定められているか。また、これらの目的と計画が広く公表されているか。  

（観点に係る状況）  

 毎年発行する研究科案内において、研究科の理念として「世界の知」への貢献を謳い、

「地域に根ざしつつ世界に開かれた大学を目指す」ことが明記されている（資料 D1-1-1）。 

各専攻・コースでみれば、それぞれの目的を明記しており、その中で、それぞれの専攻・

コースの目指す国際化について書いている。具体的には次の通りである。  

 公共政策研究コース：コースの特色として「国際的な発信能力の育成」を掲げ、「国際的

に発信できる能力を育成するために、国際的なシンポジウム・学会・研修などへの参加・

報告を単位認定の条件とする国際アクティビティや国際的発信のための「国際コミュニケ

ーション論」などを配置しています」としてカリキュラム化していることを明記している。  

 交渉紛争解決・組織経営専門職コース：コースの特色として「個人、関係性、グループ、

組織、地域、国家間、環境等、様々なレベルの紛争・葛藤・対立を連続性の中でとらえ、

それらを解決し、よりよい状態への編表を支援する紛争解決のリーダーを育成する日本で

唯一の大学院プログラムです」と明記し、紛争のレベルを国際的レベルまで含むことを明

記している。  

 東アジア・ビジネス・コミュニケーション専門職コースでは、ビジネスの現場に直結し

た内容を学ぶことができることを明記し、カリキュラムとして「日中比較社会論」「日中比

較経営論」「東アジア現代経済論」などのほか、「異文化間コミュニケーション演習」等の

科目を配していることを周知している。  

 欧米文化学研究コース：「各国の国際化が進むにつれて、それに対応できる人材が求めら

れています。そこで、当コースは、社会の現場・学術学会両方において国際化に対応でき

る人材の養成を目的として、そのための授業を提供しています」と目的を明記し、それに

沿った授業を展開している。  

 こうした専攻ごと、コースごとの目的の明示のほか、院生の海外での活動を支援する国

際奨学事業や本研究科が独自に行っている国際交流支援なども案内において周知している。 
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資料 D1-1-1① 社会文化科学研究科案内  

 

（出典：社会文化科学研究科案内）  

資料 D1-1-1② 社会文化科学研究科ＨＰ  

 

（出典：社会文化科学研究科ＨＰ）  
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（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

それぞれの専攻・コースにおいて国際化の目的、方針を明示しており、コースワーク、

カリキュラムとの関連性、研究活動との関連性は十分に示されている。周知の点において

も、案内のみならず、ガイダンスや授業等でも指導がなされているので、十分周知されて

いるといえる。ただ、国際化を大きく社会にアピールするには、さらに整理して、本研究

科の独自性などもより分かりやすくする余地はあると思われる。  

 

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）  

本研究科が研究科として関わったもの、ないしは拠点形成研究が主体となって開催した

国際共同研究等は次のような実施状況である（資料 D1-2-1）。 

 

資料 D1-2-1① 国際共同研究実施状況  

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 専攻 件名等 開催年月

平成21年度
人間・社会科学専攻

（公共政策）
日中政策研究フォーラム 平成22年3月

平成23年度
人間・社会科学専攻
（生命倫理） 第５回ユネスコ熊本大学生命倫理ラウンドテーブル 平成23年12月

人間・社会科学専攻

（公共政策）
日中地域医療経済・政策ワークショップ 平成24年4月

人間・社会科学専攻
（公共政策）

国際コミュニティマネジメント研究会（ボルドー大
学との共同）

平成24年7月

人間・社会科学専攻

（生命倫理）
第６回ユネスコ熊本大学生命倫理ラウンドテーブル 平成24年12月

人間・社会科学専攻
（公共政策）

International Seminar; Possibility of
Collaboration in Japan

平成25年3月

人間・社会科学専攻

（公共政策）

第十回熊本大学フォーラム（インドネシア、スラバ
ヤ）への参加

平成25年11月

人間・社会科学専攻
（生命倫理） ユネスコ熊本大学ジョイントラウンドテーブル 平成25年12月

平成24年度

平成25年度
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資料 D1-2-1② 平成２５年度ユネスコ熊本大学ジョイントラウンドテーブル  

 

 

（出典：熊本大学ホームページ）  

 

資料 D1-2-1③ ユネスコラウンドテーブル年度別テーマ及び参加者数 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

 教授システム学専攻では、修士課程の必須科目（ 11 科目）と二つの基盤的科目及び国際

協力における e ラーニングの 14 科目を英語化している。この「国際協力における e ラー

ニング」は国際協力機構（ JICA）の協力の下で途上国から留学生を迎えた際に新設した科

目である。必修全科目の英語化も進めた。  

 同時に、教授システム学専攻では、大学院 GP の成果として global Educational 

Strategies を 2012 年まで開講した。また国外の著名な e ラーニング研究者を招聘しての

セミナー「e ラーニング連続セミナー」を 2010 年２回、 2011 年１回、2013 年１回、それ

ぞれ開催した（資料 D1-2-2）。 

年度 テーマ 参加者 うち外国人参加者

平成２２年度 生命倫理と幸福 30 18

平成２３年度 生命倫理を通じた平和―合意と政策形成に関する討論 50 20

平成２４年度 生命倫理―理論から実践へ 30 12

平成２５年度 国際対話とアジア的生命倫理の未
来 110 12
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資料 D1-2-2 global Educational Strategies 及び e ラーニング連続セミナー  

 
（出典：熊本大学ホームページ） 

 

 人文社会系においては、拠点形成研究が中心となって、英文雑誌 Eubios Journal of 

Asian and International Bioethics を発行している。  

 本研究科では、研究科の国際化を図るために、院生の海外研修、調査、学会発表を積極

的に支援している。その一つが国際奨学事業である。大学の制度として始まった支援策で

あるが、本研究科では次のような支給状況である（資料 D1-2-3）。  

平成 22 年度 ６件、支給総額 120  万円 

平成 23 年度 ７件、支給総額  77.7 万円 

平成 24 年度 ５件、支給総額  90.9 万円 

平成 25 年度 ４件、支給総額  60  万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



熊本大学大学院社会文化科学研究科 

76 

資料 D1-2-3 国際奨学事業支給状況（平成２５年度）  

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

支給総額が減少しているのは、大学の制度としての国際奨学事業費が減少しているため

である。これを補う意味で、本研究科が独自に設けている国際交流経費 30 万円（年度によ

っては 50 万円）を教員、院生に活動に応じて配分している。これは教員の学会発表の他、

院生の調査活動にも助成金として、国際奨学事業と合わせて使用されている。  

 国際化を目指した研究活動としては、拠点形成研究が中心となったものがある。特に先

端倫理学分野では、ユネスコとの共同研究会は毎年開催されており、多くの教員、院生が

発表、論文執筆などを行っている（「研究」の項、参照）。また公共政策及び交渉紛争解決

学分野では、アメリカのカリフォルニア州立大学サクラメント校、上海の華東政法大学な

どとの共同研究も行っており、調査活動や比較研究などを行っている。  

 部局間の交流協定校としては、中国の復旦大学、杭州師範大学、台湾の長栄大学、淡江

大学の４つがある。  

 留学生の受け入れは、学生数の比率で表すと、次のようになっており、留学生の受入は

着実に増加している（資料 D1-2-4）。 

 

資料 D1-2-4 留学生受入状況  

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

№ 所属学科（専攻） 学年 性別 国際活動の種類
活動
分類

渡航期間（年、月、日）
国際奨学事業
支給額（円）

1
社会文化科学研究科
人間･社会科学専攻

D1 男
｢Cognitive Neuroscience
Society 2013 annual
meeting｣国際学会での発表

① アメリカ サンフランシスコ H25年4月12日 ～ H25年4月18日 200,000円

2
社会文化科学研究科
教授システム学専攻

D2 女

｢ICoME2013（International
Conference for Media in
Education)のConcurrentl
Sessions」国際学会での発
表

① 日本 愛知県半田市 H25年8月8日 ～ H25年8月10日 52,250円

3
社会文化科学研究科
文化学専攻

M1 男 国際的な調査活動 ② ドイツ ボン、ミュンヘン H26年3月12日 ～ H26年3月22日 200,000円

4
社会文化科学研究科
文化学専攻

M1 男 国際的な調査活動 ② イギリス ロンドン H26年3月15日 ～ H26年3月24日 147,750円

600,000円

① 国際学会での発表

② 国際的な調査活動

③ 国際インターンシップ

④ 留学（「留学」の許可を得た者に限る）

⑤ その他、国際的な学習・研究活動

※ 海外語学セミナーは含めないこと

（ 別紙 ）

平成２５年度　国際奨学事業受給者一覧

渡航先

○留学生の割合

【博士前期課程】
年度（5月1日現在） 留学生数 在籍者数 留学生の割合
H21 35 173 20.2%
H22 34 171 19.9%
H23 41 168 24.4%
H24 44 185 23.8%
H25 47 186 25.3%

【博士後期課程】
年度（5月1日現在） 留学生数 在籍者数 留学生の割合
H21 4 41 9.8%
H22 7 71 9.9%
H23 7 83 8.4%
H24 7 88 8.0%
H25 11 85 12.9%

※留学生：在留資格（留学）の者
※旧カリ在籍者は除く



熊本大学大学院社会文化科学研究科 

77 

 

 英文紀要である Journal of Social and Cultural Studies も年に１回発行し、過去４

年間に 14 本の論文（平成 22 年３本、平成 23 年 4 本、平成 24 年５本、平成 25 年２本）を

掲載している（資料 D1-2-5）。 

 

資料 D1-2-5 英文紀要発行状況  

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

国際化の活動については、拠点形成研究を中心とした国際シンポジウムの開催や留学生

の受入において伸張している。 JICA との共同プログラムや英語による授業も行っている。

さらに国際アクティビティの授業は、毎年開講しており、国際奨学事業と合わせて教育面

における国際化は進んでいるといえる。  
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観点 活動の実績及び学生・研究者の満足度から判断して活動の成果があがっているか。 

（観点に係る状況）  

満足度に関する具体的な調査は行っていないが、国際的なシンポジウムや研究会は、拠

点形成研究を中心に活発に開催されており（資料 D1-2-1）、また英文ジャーナルの掲載論

文も、平成 25 年度は減少しているが、それまでは着実に増加してきたので、研究科の教

員、院生の需要に研究科として応えてきたといえる（資料 D1-2-5）。留学生の増加も見ら

れ（資料 D1-2-4）、活動の実績は上がってきているといえる。  

 

（水準）  

 期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

留学生の数も増えており、交流協定校も増えている。満足度に関する調査はないが、国

際交流に参加する教員、院生も増えている。これらのことから、本研究科の国際化は期待

される水準にあるといえる。  

 

 

観点 改善のための取り組みが行われているか。  

（観点に係る状況）  

国際奨学事業の経費の不足し、大学院生の海外での調査発表の需要に十分応えられない

場合があったので、研究科として上乗せし、大学院生の海外での発表や調査を促した点や、

教員の海外旅費などの支援を研究科独自に行ってきた点など、国際化の進展のために取り

組んできた（資料 D1-4-1）。またＲＵ２２の関連で、平成 25 年度より国際共同研究拠点を

構築（資料 D1-4-2）し、さらなる国際化に取り組んでいるところである。  
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資料 D1-4-1 国際交流経費等公募資料  

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料）  
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資料 D1-4-2 研究大学強化促進事業  

 

（出典：文部科学省ホームページ） 

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

国際シンポジウムのコンスタントな開催や英文ジャーナルの発行、さらに 25 年度から

の国際共同研究拠点の構築など、国際化に積極的に取り組んでおり、期待される水準にあ

るといえる。  

 

 

４． 質の向上度の分析及び判定  

 

分析項目Ⅰ 目的に照らして、国際化に向けた活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

（判定結果）  

改善、向上している。  

 

（判定理由）  

国際シンポジウムの開催回数は、平成 22 年度１回、23 年度１回、24 年度３回、25 年度

３回と、着実に増加しており、留学生の数も増加している。また英文ジャーナルも、研究

科の紀要のみならず、拠点形成研究でも発行しており、国際化の質は着実に向上している。  
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Ⅵ 男女共同参画に関する自己評価書  
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１．男女共同参画の目的と特徴  

 社会文化科学研究科では、現代社会において、人文社会科学及び教授システム学等の知

識とこれらを基盤とした実践知を駆使し、地域や行政・企業の多様な場で中核的人材とし

て活躍する高度専門職業人を養成するとともに、学際領域を含む諸学の研究教育拠点とし

て、日本の学術を牽引し、世界の知の発展に貢献する研究を推進し、それを担う研究者を

養成することを目的とする。  

 

 社会文化科学研究科の理念・目的を男女の別なく実行できるような環境作りを目指して

いる。  

 

 本研究科における教員の女性教員の比率は他部局に比べて若干高い特徴を持っている。  

 

 

［想定する関係者とその期待］  

上記の目的と特徴に照らして、本研究科所属の教職員及び、大学院生等が、本研究科に

おいて男女の別なく教育・研究に存分に励むことのできる環境とシステムを提供すること

等の期待を受けている。  
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２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

・ 社会文化科学研究科では全教員に対する女性教員比率が約 30％と、熊本大学全部局の

平均値の 16％を大きく上回っている。  

 

【改善を要する点】  

・ 領域長にとどまらず、専攻長等の上位の役職における女性教員の比率も高める必要が

ある。 

 

３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 目的に照らして、男女共同参画に向けた活動が適切に行われていること。  

観点 男女共同参画推進の方針等に照らして、当該方針等に基づいた活動が適切に実施

されているか。  

（観点に係る状況）  

 社文研の教員数の定員は 17 名、現員 16 名である。在職者数の女性教員数は平成 21 年

度には 4 名であったが、平成 22 年から女性教員数が 5 名に増加した。このため以後 26 年

度まで女性教員の比率は高く、ほぼ 30％を維持している（資料 E1-1-1）。 

 

資料 E1-1-1① 年度別教員数 

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット資料）  

 

資料 E1-1-1② 社会文化科学研究科性別教員数（平成２５年度） 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性

教授 11 7 (5) (2) 8 (6) (2) 11 (9) (2) 10 (8) (2) 10 (8) (2) 9 (8) (1)

准教授 3 6 (4) (2) 4 (2) (2) 3 (1) (2) 4 (2) (2) 4 (2) (2) 4 (2) (2)

講師 0 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0)

助教 0 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0)

計 14 13 (9) (4) 12 (8) (4) 14 (10) (4) 14 (10) (4) 14 (10) (4) 13 (10) (3)

30.77% 33.33% 28.57% 28.57% 28.57% 23.08%

◇全学貸与

教授 1 1 (1) (0) 1 (1) (0) 1 (1) (0) 1 (1) (0) 1 (1) (0) 1 (1) (0)

准教授 1 1 (1) (0) 1 (1) (0) 1 (1) (0) 1 (1) (0) 1 (1) (0) 1 (1) (0)

講師 0 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0)

助教 1 1 (0) (1) 1 (0) (1) 1 (0) (1) 1 (0) (1) 1 (0) (1) 1 (0) (1)

計 3 3 (2) (1) 3 (2) (1) 3 (2) (1) 3 (2) (1) 3 (2) (1) 3 (2) (1)

33.33% 33.33% 33.33% 33.33% 33.33% 33.33%

◇計

教授 12 8 (6) (2) 9 (7) (2) 12 (10) (2) 11 (9) (2) 11 (9) (2) 10 (9) (1)

准教授 4 7 (5) (2) 5 (3) (2) 4 (2) (2) 5 (3) (2) 5 (3) (2) 5 (3) (2)

講師 0 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0) 0 (0) (0)

助教 1 1 (0) (1) 1 (0) (1) 1 (0) (1) 1 (0) (1) 1 (0) (1) 1 (0) (1)

計 17 16 (11) (5) 15 (10) (5) 17 (12) (5) 17 (12) (5) 17 (12) (5) 16 (12) (4)

31.25% 33.33% 29.41% 29.41% 29.41% 25.00%

平成21年度

現　　員

平成22年度

現　　　員

定員 平成26年度 平成24年度 平成23年度平成25年度

専攻 性別 教授 准教授 講師 助教 計

男 3 1 0 0 4

女 1 1 0 0 2

男 3 1 0 0 4

女 1 1 0 0 2

男 1 1 0 0 2

女 0 0 0 1 1

男 7 3 0 0 10

女 2 2 0 1 5

人間・社会科
学

文化学

教授システム
学

計
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 全学委員会委員の女性教員の比率は 17％で、熊本大学全部局平均値をわずかに越えてい

る（「全学委員会参画状況検証（平成 25 年度）」）。本研究科の領域長 25 名の内、女性の領

域長は平成 21 年に 1 名であったが、平成 26 年には 6 名となり女性領域長の比率は約 23％

となった。また、平成 21 年から平成 26 年まで 2 名の女性教員が部局内の委員長を務めて

いる（資料 E1-1-2）。しかし、専攻長などの上位の女性の役職者が現在 1 名も居ない。  

 

資料 E1-1-2① 年度別委員会参画状況  

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

資料 E1-1-2② 社会文化科学研究科運営体制（平成２５年度） 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料）  

 

計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性

専攻長 8 (8) (0) 8 (8) (0) 8 (8) (0) 8 (8) (0) 8 (8) (0) 8 (8) (0)

領域長 25 (19) (6) 25 (20) (5) 25 (23) (2) 25 (22) (3) 25 (23) (2) 25 (24) (1)

教務委員会 5 (4) (1) 5 (4) (1) 5 (4) (1) 5 (4) (1) 5 (4) (1) 5 (4) (1)

入試委員会 9 (9) (0) 9 (9) (0) 9 (9) (0) 10 (10) (0) 10 (10) (0) 9 (9) (0)

学生委員会 9 (9) (0) 9 (9) (0) 9 (9) (0) 9 (9) (0) 9 (9) (0) 9 (9) (0)

予算委員会 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0) 5 (5) (0)

編集委員会 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0) 1 (1) (0) 1 (1) (0) 1 (1) (0)

ＦＤ委員会 3 (1) (2) 3 (1) (2) 3 (1) (2) 2 (1) (1) 2 (1) (1) 2 (1) (1)

国際交流・研究推進委員会 4 (3) (1) 4 (3) (1) 4 (3) (1) 6 (5) (1) 6 (5) (1) 3 (2) (1)

評価委員会 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0)

広報委員会 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0) 3 (3) (0) 0 (0) (0)

計 75 (65) (10) 75 (66) (9) 75 (69) (6) 75 (69) (6) 75 (70) (5) 70 (66) (4)

13.33% 12.00% 8.00% 8.00% 6.67% 5.71%

平成21年度

現　　員

平成22年度

現　　　員

平成26年度 平成24年度 平成23年度平成25年度

研究科長：渡邊　功　　副研究科長：山下　徹、伊藤洋典

＜博士後期課程＞ ＜博士前期課程＞

専攻長 領域長 専攻長 コース長

 人間・社会科学専攻  公共政策学専攻

 　公共政策学領域 渡部　薫  　公共政策専門職コース 渡部　薫

 　法学領域 山田　秀  　政策研究コース 池田康弘

 　交渉紛争解決学領域 岡部　勉  法学専攻

 　先端倫理学領域 髙橋隆雄  　法律系専門職コース 木村俊夫

 　フィールドリサーチ領域 児玉　望  　法学研究コース 深町公信

 　認知哲学・心理学領域 積山　薫  現代社会人間学専攻

 文化学専攻  　交渉紛争解決・組織経営専門職コース 石原明子

 　英語教授学領域 山下　徹 東アジア・ビジネス・コミュニケーション専門職コース 水元豊文

 　歴史学領域 木下尚子  　先端倫理学研究コース 髙橋隆雄

 　日本・東アジア文化学領域 山下裕作  　フィールドリサーチ研究コース 児玉　望

 　欧米文化学領域 杉谷恭一  　認知哲学・心理学研究コース 積山　薫

 教授システム学専攻 鈴木克明  文化学専攻

 　文化行政・学芸員専門職コース 山下裕作

 　高校国語教員専門職コース 坂口　至

 　英語教育専門職コース 山下　徹

 　歴史学研究コース 丹下　榮

 　日本・東アジア文化学研究コース 朴　美子

   欧米文化学研究コース 杉谷恭一

 教授システム学専攻 鈴木克明

以下は人文社会科学系の委員会（◎は委員長）

※　教務委員会　◎中川輝彦、渡部　薫、葉　陵陵、山下裕作、織田崇文

※　入試委員会　◎児玉　望、各専攻長

※　学生委員会　◎山下徹、各専攻長

※　予算委員会　◎伊藤洋典、渡邊　功、山下徹

※　編集委員会　◎坂口　至、伊藤洋典、西槇　偉

※　FD委員会　　◎岩田奇志、石原明子、𩵋住弘久

※　国際交流・研究推進委員会　◎葉　陵陵、伊藤洋典、上野眞也、織田崇文

※　評価委員会　◎渡邊功、山下徹、伊藤洋典

※　広報委員会　◎伊藤洋典、上野眞也、織田崇文

社会文化科学研究科運営体制（平成２５年４月）

髙橋隆雄

山下裕作

渡部　薫

山崎広道

児玉　望

山下　徹
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 教員公募における公募要項には必ず以下の記載を加えている（資料 E1-1-3）。 

『 熊 本 大 学 は 男 女 共 同 参 画 を 推 進 し て い ま す 。（ 詳 細 は HP を ご 覧 下 さ い : 

http//gender.kumamoto-u.ac.jp）。選考にあたっては、男女共同参画社会基本法の精神に

則り、適正に行います。』 

 

資料 E1-1-3 教員募集要項の例 

平成２５年７月１２日  

関係教育研究機関の長  殿  

                   熊本大学大学院社会文化科学研究科長  

渡  邊   功  （公印省略）  

教員の公募について（依頼）  

   このたび、本研究科では下記により教員の公募をいたしますので、貴機関関係各位に  

周知方よろしくお取り計らいくださいますようお願い申し上げます。  

１．募集職名・人員  准教授  １名  

２．所属       熊本大学大学院社会文化科学研究科  文化学専攻  日本・東アジア文化学領域  

     ・  

12．問合せ先     〇〇〇  

熊本大学は男女共同参画を推進しています。（詳細は HP をご覧ください：http://gender.kumamoto-u.ac.jp/ )  

選考にあたっては、男女共同参画社会基本法の精神に則り、適正に行います。  

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

 社会文化科学研究科では、女性教員数が高い比率を維持しており、全学委員会委員、部

局の領域長、部局内委員会委員長として積極的に活動している。  

 

 

４．質の向上度の分析及び判定  

 

（１） 分析項目Ⅰ  目的に照らして、男女共同参画に向けた活動が適切に行われている

こと。  

（判定結果）  

 改善・向上している。 

 

（判定理由）  

 本研究科における在職者数に占める女性教員の比率が平成 21 年の 25％から 30％に増加

している。全学委員会における女性教員の比率が全学平均であることに加えて、本研究科

内における領域長・コース長の女性教員の比率は平成 21 年の 3％から約 23％まで増加し

た。以上のことから、改善・向上していると判断する。  
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Ⅶ 管理運営に関する自己評価書  
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１．管理運営の目的と特徴  

 人文社会科学及び教授システム学等の知識とこれらを基盤とした実践知を駆使し、地域

や行政・企業の多様な場で中核的人材として活躍する高度専門職業人を養成するとともに、

学際領域を含む諸学の研究教育拠点として、日本の学術を牽引し、世界の知の発展に貢献

する研究を推進し、それを担う研究者を養成することを目的としている。以上の理念・目

的をより効率的に実行するために教授会に代議員会を置き、事務組織の支援の下で、組織

の管理運営を行っている。  

 研究科専任教員に加え、文学部、法学部の教員、政策創造研究センター教員、大学教育

機能開発総合研究センターの教員及び総合情報基盤センターの教員等、多くの教員によっ

て行われていることが特徴である。そのため、教育及び研究のための建物及び設備が黒髪

北地区及び黒髪南地区に分散するとともに、教育研究領域も人社系の伝統的な基礎科学領

域、新しい学際融合科学領域及び、生命科学や自然科学系領域にまで広がっている。教授

システム学領域では e ラーニングシステムを利用することにより、居住地域に拘束される

ことなく、また勉学時間にも拘束されることなく社会人も存分に学ぶことができるという

特徴を持っている。  

 

 

 

［想定する関係者とその期待］  

社会人を含む受験生、在学生及びその家族等の関係者を想定し、受験生からは本研究科

の活動状況の具体的情報を、広く、かつ迅速に発信することや学び直しの機会を提供する

こと、在学生からは快適な学習環境を提供すること、家族等からは在籍する大学・研究科

の各種情報を提供すること等の期待を受けている。  
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２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

・ 教育研究施設・設備における耐震化及びバリアフリー化等が進んでおり、危機管理へ

の対応も十分に行われている。  

・ 学生等からの要望を聴取し、運営に反映させる仕組みが構築されている。  

・ 遠隔地から eラーニングを利用して社会人が自由な時間に学びを深めることができる。 

 

【改善を要する点】  

・ 法人評価及び認証評価等、いわゆる第三者評価以外の独自の自己点検・評価が実施さ

れていない。  

・ 文・法学部棟における未改修施設の老朽化や、視聴覚機材・設備の老朽化により安全

管理面及び教育面等において支障が生じている。  

・ 全学教育棟に自習室等が整備されつつあるが、在学生がより快適に使用できるように

するための改善が依然として必要である。  

 

 

３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 管理運営体制及び事務組織が適切に整備され機能していること  

観点 管理運営のための組織及び事務組織が、適切な規模と機能を持っているか。また、

危機管理等に係る体制が整備されているか。  

（観点に係る状況）  

 社会文化科学研究科教授会、その下に人文社会科学代議員会及び教授システム学代議員

会を設置し、研究科の基本方針及び管理･運営に係る重要事項を審議している（資料 Z1-1-

1）。（中期計画番号 K92） 

また、本研究科に係る事務組織として、教育研究推進部人文社会科学系事務ユニットを

置き、総括的役割のユニット長、チームリーダーをはじめ、主に庶務･会計業務を担当する

総務担当（３名）及び教務担当（３名）を配置している。  

 管理運営組織、事務組織はともに適正な規模・機能を有しており、かつ、研究科におけ

る関係委員会組織とも有機的連携体制を構築している（資料 Z-1-1-2）。 

 

資料 Z1-1-1 教授会及び代議員会における審議事項等  

(組織 )  

第 2 条  教授会は、社会文化科学研究科において研究指導又は授業を担当する専任の教授、准教授、

講師及び助教をもって組織する。  

(審議事項 ) 

第 3 条  教授会は、規則第 2 条第 2 項に定める事項を審議する。  

(代議員会 ) 

第 7 条  教授会に、人文社会科学代議員会及び教授システム学代議員会を置く。  

2 人文社会科学代議員会は、次に掲げる者をもって組織する。  

(1) 研究科長  

(2) 副研究科長  

(3) 専攻長  

(4) 領域長  

(5) コース長  

(6) 教務委員長  

(7) 学生委員長  

(8) 前各号に掲げる者のほか、研究科長が必要と認めた者を人文社会科学代議員会の構成員に加え

ることができる。  

3 教授システム学代議員会は、次に掲げる者をもって組織する。  
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(1) 研究科長  

(2) 教授システム学専攻長  

(3) 教授システム学専攻の教授、准教授、講師及び助教  

(4) 前各号に掲げる者のほか、研究科長が必要と認めた者を教授システム学代議員会の構成員に加

えることができる。  

4 代議員会に、議長を置き、研究科長をもって充てる。  

5 議長は、会議を主宰する。  

6 議長に事故、その他やむを得ない理由があるときは、議長があらかじめ指名する者がその職務を代行する。  

7 代議員会は、それぞれの組織に係る次の事項を審議する。  

(1) 教育課程の編成に関する事項  

(2) 博士前期課程の学位論文の審査に関する事項  

(3) 学生の身分異動に関する事項  

(4) 入学試験に関する事項  

(5) 教員の採用及び昇任に関する事項  

(6) 予算・施設に関する事項  

(7) その他課程の運営に関する事項  

（出典：「熊本大学大学院社会文化科学研究科教授会規則」より抜粋）  

 

資料 Z1-1-2 管理運営組織と事務組織、関係委員会との関連図  

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

本研究科を含む人文社会科学系四部局において緊急連絡網を整備し不測の事態に備える

とともに（資料 Z1-1-3）、人文社会科学系地区隊自衛消防組織を編成し、平成 23 年度以降、

隔年ごとに消防・防災訓練を実施しており、多数の学生・教職員（ H25 年度は約 200 名）

が参加している。本訓練は従来実施されていなかったものであり、充分な成果を挙げてい

る（資料 Z1-1-4）。 

 

 

各種委員会
・教務委員会

・入試委員会

・学生委員会

・予算委員会

・編集委員会

・FD委員会

・国際交流・研究推進委員会

・評価委員会

・広報委員会

　　連携 支援

・専攻長

・教務委員長

・学生委員長

・研究科長が必要と認めた者

・領域長

・コース長

・教務委員長

・学生委員長

・研究科長が必要と認めた者

人文社会科学運営委員会

・研究科長

・専攻長

・専攻の教授･准教授･講師･助教

社 会 文 化 科 学 研 究 科 教 授 会

管理運営組織

人文社会科学代議員会 教授システム学代議員会
・研究科長

・副研究科長

・専攻長

連携

・その他（文学部・法学部担当等）

そ　の　他
・事務補佐員　２名

・事務補佐員　１名

　（社会人事務支援センター）

　（教授システム学事務室）

連携

人文社会科学系事務ユニット

・ユニット長　１名

・チームリーダー　１名

・総務担当　４名

・教務担当　３名

事務組織等

・研究科長

・副研究科長
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資料 Z1-1-3 災害発生時における緊急連絡網の整備状況  

 

（出典：人文社会科学系四部局における緊急連絡網） 

 

資料 Z1-1-4 火災発生時の対応組織編成  

 
（出典：自衛消防組織編成表（人文社会科学系地区隊）） 

 

研究費の不正防止については「国立大学法人熊本大学における競争的資金等の管理等に

関する規則」（H26.3.27 教育研究評議会一部改正承認）に基づき、上述の人文社会科学系

四部局において、管理体制を構築している（資料 Z1-1-5）。 

 

資料 Z1-1-5 人文系四部局等における競争的資金の管理体制  

 
（出典：「熊本大学における競争的資金等の管理等における責任体系図」より抜粋） 

 

 

 

文学部長 法学部長 社会文化科学研究科長 法曹養成研究科長

副学部長 副学部長 副研究科長 副研究科長

人文社会科学系事務U
法学部教務担当係長

人文社会科学系事務U
法曹研教務担当係長

人文社会科学系事務U
総 務 担 当 係 長

人文社会科学系事務U
文学部教務担当係長

人文社会科学系事務U
社文研教務担当係長

人文社会科学系事務U
チームリーダー

人文社会科学系事務U
ユ　ニ　ッ　ト　長

警察　110

消防　119

火災等発見者

人文社会科学系事務U
総 務 担 当 係 長

北地区門衛所

※◎は班長

初期消火班
◎法学部・法曹研総務担当係長

・法学部・法曹研 総務担当
・社会文化科学研究科教務担当

・法学部研究事務室
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・文学部ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科研究事務室

地区隊長

人文社会科学系事務ユニット長
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救出救護班
◎文学部教務担当係長
・文学部教務担当
・文学部文学科研究事務室

・文学部歴史学科研究事務室

最高管理 総括管理

責任者 責任者
（学長） (担当理事)
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 生命倫理等への取組については、研究科倫理委員会を設置し、人間を直接対象とした研

究計画等について審査を行っている（資料 Z1-1-6）。（中期計画番号 K67） 

 

資料 Z1-1-6 生命倫理等への取組 

(設置 ) 

第 1 条 熊本大学大学院社会文化科学研究科（以下「社会文化科学研究科」という。）の

教員及び大学院生が行う人間を直接対象とした研究について、ヘルシンキ宣言等の趣旨

に沿って倫理的観点及び科学的観点から審査するため、熊本大学大学院社会文化科学研

究科倫理委員会 (以下「委員会」という。 )を置く。  

(組織 ) 

第 2 条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。  

(1) 研究科長が指名する副研究科長  １人  

(2) 社会文化科学研究科から選出された教員  ２人  

(3) 医学薬学の有識者 1 人  

(4) 一般の立場に立って意見を述べられる者  1 人  

(5) その他委員長が必要と認めた者  若干人  

（出典：「熊本大学大学院社会文化科学研究科倫理委員会規則」より抜粋）  

 

（水準）  

 期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

 教授会、その下に研究科の基本方針及び管理・運営等に係る重要事項を審議する代議員

会を設置している。代議員会は、関連の委員会及び事務組織との有機的連携体制を構築し

ている。また、危機管理等に対しても組織的かつ適切に対応している。以上のことから、

関係者から期待される水準にあると判断する。  

 

 

観点 構成員（教職員及び学生）、その他学外関係者の管理運営に関する意見やニーズが

把握され、適切な形で管理運営に反映されているか。  

（観点に係る状況）  

 学生からの意見等聴取のため、全学的に学長との懇談会を定期的に実施しており（資料

Z1-2-1）、出された要望に対しては、関係委員会等にて検討のうえ、反映・改善可能な事項

については積極的に対応している。また、教員については、毎月開催される代議員会にて

教育及び管理運営等について活発な意見交換を行っている。事務職員については、教授会、

代議員会を始め各種委員会に担当者が陪席することにより、適時意見等を提示・提案して

いる。（中期計画番号 K68） 
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資料 Z1-2-1 学長と学生代表との懇談会要旨（平成 25 年度抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：熊本大学ＨＰ）  

 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

 構成員及び関係者からニーズの把握に努めるとともに、適切に管理運営に反映させてい

る。特に学生に関しては、学長と学生代表との懇談会を実施し、可能なものについては適

宜運営に反映させている。以上のことから、関係者から期待される水準にあると判断する。  

 ただし、学外関係者からのニーズの把握等に関しては、今後創意工夫をすることが必要

である。  
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観点 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、研

修等、管理運営に関わる職員の資質の向上のための取り組みが組織的に行われているか。 

（観点に係る状況）  

 国立大学法人熊本大学職員研修規則に基づき、職務の責任と遂行に必要な職員の能力、

資質等を向上させることを目的とした情報セキュリティ研修、ハラスメント対応研究、科

研費獲得研修、研究不正防止研修等、学内外の各種研修に参加している（資料 Z1-3-1）。 

また、事務ユニット職員についても、資質の向上と自己研鑽に努めている（資料 Z1-3-

2）。（中期計画番号 K75） 

 

資料 Z1-3-1 職員の資質向上のための研修会の例  

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料）  
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資料 Z1-3-2 事務系職員の研修等参加状況  

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット資料）  

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

 教員は、全学の政策決定過程への参画等により、運営・管理の資質向上を図っている。

また、事務職員も学内外の研修に積極的に参加し、自己研鑽に努めている。以上のことか

ら、関係者から期待される水準にあると判断する。  

 

 

 

分析項目Ⅱ 活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているとともに継続

的に改善するための体制が整備され、機能していること。  

観点 活動の総合的な状況について、根拠となる資料・データ等に基づいて、自己点検・

評価が行われているか。  

（観点に係る状況）  

活動の自己点検・評価を行う全学的な「組織評価」を定期的（第 1 回：平成 19 年度、

第 2 回：平成 26 年度予定）に実施しており（資料 Z2-1-1）、実施後の自己評価書は、熊本

大学のＨＰ（ http://www.kumamoto-u.ac.jp/daigakujouhou/kihonjoho/hyouka/hyouka）に

掲載している。また、全学的に実施される法人評価及び認証評価のための自己点検評価も

定期的に実施している。（中期計画番号 82） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

事務ユニット長 1 2 3
・国立大学法人等部課長級研修（国立大学協会）
・熊本大学ユニット長研修（学内）　ほか

チームリーダー 3 2
・熊本大学チームリーダー研修（学内）
・勤務時間管理に関する研修（学内）　ほか

係長 1 10 5 7
・九州地区係長研修（人事院九州事務局）
・九州地区国立大学法人等係長研修（九州大学他）　ほか

主任 4 8 2 15
・九州地区学生指導研修会（九州工業大学他）
・情報システム統一研修（文部科学省）　ほか

係員 3 7 16 3
・九州地区国立学校会計事務研修（琉球大学他）
・熊本大学中堅職員研修（学内）　ほか

事務補佐員 8 2 5 2
・業務遂行能力向上研修（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ等：学内）
・共通スキル育成研修（ﾀｲﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ等：学内）　ほか

計 17 32 33 27 *参加者数は延べ人数

職　　名
参加者数（人）*

主な研修プログラム（主催）
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資料 Z2-1-1 熊本大学組織評価における評価項目等（第１回実施分）  

 

  （出典：熊本大学ＨＰ） 

 

 全学的な教員の個人活動評価を実施し、教員の資質向上を図るとともに、組織としての

教育・研究の活性化に繋げている（資料 Z2-1-2）。 

 

資料 Z2-1-2 大学院社会文化科学研究科教員の個人活動評価の状況  

 
（出典：大学院社会文化科学研究科教員の個人活動評価実施要領（抜粋））  

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

 全学的な自己点検・評価である組織評価を実施し、評価結果を本学ウェブサイトにて公

表している。また、各教員は、毎年度教員個人活動評価を実施し、教育・研究活動の活性

化に繋げている。以上のことから、関係者から期待される水準にあると判断する。  

 

 

Ⅰ 組織の目的と特徴 Ⅲ 研究に関する自己評価
１．研究の目的と特徴

Ⅱ 教育に関する自己評価 ２．自己評価の概要
１．教育の目的と特徴 （１）評価基準1「研究の目的」
２．自己評価の概要 （２）評価基準２「研究の実施体制」
（１）評価基準1「教育の目的」 （３）評価基準３「研究の成果」
（２）評価基準２「教育の実施体制」
（３）評価基準３「教員及び教育支援者」 Ⅳ 管理運営に関する自己評価
（４）評価基準４「学生の受入」 １．自己評価の概要
（５）評価基準５「教育内容及び方法」 （１）評価基準1「管理運営の実施体制」
（６）評価基準６「教育の成果」 （２）評価基準２「施設・設備」
（７）評価基準７「学生支援等」
（８）評価基準８「教育の質の向上及び
　　　改善のためのシステム」

　この要領は、熊本大学における教員の個人活動評価実施要項（平成１８年１０月２６日

制定）を踏まえ、社会文化科学研究科（以下「本研究科」という。）において教員個人活

動評価を実施するための必要な事項を定めるものである。

１　評価領域

　　教育、研究、社会貢献、管理運営の４領域とする。

２　目標の提示

　　研究科長は、適切な時期に、教員に組織の目標を提示する。（別紙参照）

３　活動目標

　　教員は、研究科長が示す目標及び過去の実績を踏まえて、評価領域ごとに３年間の活


　動目
標を設定し、指定された期日までに個人活動自己評価書に記載する。

４　努力配分及び年度計画

　①　教員は、毎年度、個人活動自己評価書に、努力配分及び年度計画（年度活動に係る

　　取組方法や具体的プロセス等）を記載し、指定された期日までに研究科長に提出する。

　②　教員の努力配分は、各評価領域の合計が１００となるように設定する。

　③　助教については、各評価領域の補助的業務を含む。
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観点 活動の状況について、外部者（当該大学の教職員以外の者）による評価が行われ

ているか。  

（観点に係る状況）  

 全学的に法人評価、認証評価の自己評価を実施し、法人評価は国立大学法人評価委員会

に、認証評価は認証評価機関に定期的に評価を受けている（資料 Z2-2-1）。 

 また、平成 26 年度に実施する組織評価では、経営協議会で検証を行うこととなってい

る。（中期計画番号 K83） 

 

資料 Z2-2-1 第 1 期中期目標期間（教育研究の状況）における評価項目  

 

（出典：第１期中期目標期間評価における学部・研究科等の現況調査表） 

 

 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

 全学的に法人評価、認証評価及び組織評価を定期的に実施し、外部者による評価を受け

ている。以上のことから、関係者から期待される水準にあると判断する。  

 

 

観点 評価結果がフィードバックされ、改善のための取り組みが行われているか。  

（観点に係る状況）  

組織評価の結果を踏まえ、研究科内に社会人大学院教育支援センターを設置し、同セン

ターに事務補佐員を配置することにより、事務組織と連携して教員組織の支援を行い、よ

り一体的な管理運営体制を構築している（資料 Z1-1-2）。 

また、平成 18 年度から実施している教員の個人活動評価の結果を踏まえ、必要に応じ各

教員との面談等を通じて適切な助言等を行うことにより、必要な改善を図るとともに、教

育・研究活動等の活性化を図っている。（中期計画番号 K82） 

 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

組織評価，個人活動評価とも､その結果を踏まえ改善の取り組みを行ってきた。以上のこ

とから、関係者から期待される水準にあると判断する。  

 

 

 

 

教　　　　　育 研　　　　　究

Ⅰ 研究科の教育目的と特徴 Ⅰ 社会文化科学研究科の研究目的と特徴
Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断
　 分析項目Ⅰ 教育の実施体制 　 分析項目Ⅰ 研究活動の状況
　 分析項目Ⅱ 教育内容 　 分析項目Ⅱ 研究成果の状況
　 分析項目Ⅲ 教育方法 Ⅲ 質の向上度の判断
　 分析項目Ⅳ 学業の成果
　 分析項目Ⅴ 進路・就職の状況
Ⅲ 質の向上度の判断
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分析項目Ⅲ 教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説明責任

が果たされていること。（教育情報の公表）  

観点 目的（学士課程であれば学部、学科または課程ごと、大学院であれば研究科また

は専攻等ごとを含む。）が適切に公表されるとともに、構成員（教職員及び学生）に周知

されているか。  

（観点に係る状況）  

 本研究科の目的を掲載した、社会文化科学研究科博士前期課程学生便覧及び社会文化科

学研究科博士後期課程学生便覧を毎年４月教職員及び学生に配布するとともに大学 HP

（http://www.kumamoto-u.ac.jp/daigakujouhou/gaiyo/mokuteki/daigakuin）にも公開す

ることにより、教職員、学生だけでなく学外にも公表している（資料 Z3-1-1）。 

（中期計画番号 K84） 

 

資料 Z3-1-1 社会文化科学研究科の目的の掲載状況  

 

   （出典：熊本大学ＨＰ）  

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

 本研究科の目的を学内外ともに周知している。以上のことから、関係者から期待される

水準にあると判断する。  

 

 

観点 入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針が適切に公表・周

知されているか。  

（観点に係る状況）  

入学者の受け入れ方針については、社会文化科学研究科博士前期課程学生募集要項、同

博士後期課程学生募集要項、同博士後期課程進学者選考要項にアドミッション・ポリシー

を掲載するとともに、熊本大学ＨＰの大学院入試情報のサイト（ http://www.kumamoto-

u.ac.jp/gakubutou/shakai）においても広く社会に公表・周知している（資料 Z3-2-1）。 

 



熊本大学大学院社会文化科学研究科 

98 

資料 Z3-2-1 本研究科のアドミッション・ポリシーの公表例  

 

   （出典：熊本大学ＨＰ） 

 

 教育課程の編成・実施方針学位授与方針については、熊本大学大学院社会文化科学研究

科案内や博士前期課程学生便覧のほか、博士後期課程学生便覧、博士前期課程授業計画書

及び博士後期課程授業計画書に掲載するとともに、熊本大学ＨＰ（ http://www.kumamoto-

u.ac.jp/kyouiku）に教育情報を掲載することにより広く公表・周知している（資料 Z3-2-

2）。（中期計画番号 K84） 
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資料 Z3-2-2 本研究科学位授与方針の公表例  

 

   （出典：熊本大学ＨＰ） 

 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

 研究科の入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針を学内外に周知

している。以上のことから、関係者から期待される水準にあると判断する。  

 

観点 教育研究活動等についての情報（学校教育法施行規則第 172 条に規定される事項

を含む。）が公表されているか。  

（観点に係る状況）  

 下記の学校教育法施行規則第 172 条に規定される事項に関わる教育研究活動等の状況に

ついての情報を、熊本大学ＨＰ教育情報のサイトにおいてネット上（ http://www.kumamoto-

u.ac.jp/kyouiku）でも公表・周知している（資料 Z3-3-1）。 

 

資料 Z3-3-1 学校教育法施行規則第 172 条に規定される事項及び公表状況  

一  大学の教育研究上の目的に関すること  

二  教育研究上の基本組織に関すること  
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三  教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること  

四  入学者に関する受入方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は  

修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること  五  授業科目、授業の

方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること  

六  学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること  

七  校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること  

八  授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること  

九  大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること  

2 大学は、前項各号に掲げる事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を

積極的に公表するよう努めるものとする。  

3 第一項の規定による情報の公表は、適切な体制を整えた上で、刊行物への掲載、インターネットの利用その

他広く周知を図ることができる方法によって行うものとする。  

 

 
   （出典：熊本大学ＨＰ） 

 

 また、毎年度教育研究計画書を発行し、本研究科所属教員の前年度の研究成果及び当該

年度の研究計画概要の情報を公表している。（中期計画番号 K84） 

 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

 

（判断理由）  

ＨＰにおいて、施設、取り組み連携、教育に関わる様々なことを非常に分かりやすく学内

外者に対して周知している。以上のことから関係者から期待される水準にあると判断する。 
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分析項目Ⅵ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効に活用

されていること。（施設・設備）  

観点 教育研究活動を展開する上で必要な施設・設備が整備され、有効に活用されてい

るか。また、施設・設備における耐震化、バリアフリー化、安全・防犯面について、そ

れぞれ配慮がなされているか。  

（観点に係る状況）  

本研究科における教育研究活動は、主に文・法学部棟、共用棟黒髪６、保健センター２

階を有効に活用しながら展開している（資料 Z4-1-1）。また、平成２１年度までにほとん

どの建物において耐震化に対応した。スロープ，障害者用トイレ，エレベーターなどのバ

リアフリー化にも対応した（資料Z4-1-2）。しかし社文研研究棟に一部未対応の箇所が残

っている。 

 

資料 Z4-1-1 施設・設備の状況  

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室数
面積
(㎡)

研究科長室 1 44 文法学部本館2階

教員研究室 16 346
文法学部本館3-4階、文法学部南棟1-3階
保健センター2階

院生研究室 17 947
共用棟黒髪６　E棟東　1-3階、共用棟黒髪６　F棟南  1-3階
保健センター2階

演習室 4 184 共用棟黒髪６　E棟東　3階、社文研研究棟　1-2階

客員非常勤講師室 1 38 共用棟黒髪６　E棟東　3階

実験室 1 19 共用棟黒髪６　E棟東　1階

コンピュータ室 1 52 共用棟黒髪６　F棟南　1階

図書室・雑誌室 1 58 共用棟黒髪６　F棟南　2階

会議室 1 35 保健センター2階

事務室 2 63 共用棟黒髪６　F棟南　1階、保健センター2階

区分
合計

場所
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資料 Z4-1-2 文・法学部棟等におけるバリアフリー等設置状況  

 

 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料） 

 

W.C

研
究
室

研
究
室

研
究
室

研
究
室

研
究
室

研
究
室

研
究
室

研
究
室

研
究
室

研
究

事
務
室

法
曹
研

印
刷
室

W.C

法学部
研究事務室

和雑誌・
和判例室１

和雑誌・
和判例室２

和雑誌・
和判例室３

女子トイレ

洋雑誌・洋判例室

研
究
員
室

１ 電気室
教
育
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

推
進
室

ポ
ン
プ
室

文学部図書室
学科事務室

W.C

改
革

推
進
室

判
決
原
本

保
管
室

書類倉庫

演習室HIGOプログラム
事務室

コピーコーナー

女子

トイレ

男子

トイレ

法曹養成研究科自習室

ロ
ッ
カ
ー
室

エレベーター

多目的トイレ

北出入口

中央出入口

南出入口

正面・玄関

A3教室
（193人）
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総務担当

文学部教務担当

法学部教務担当

法曹研教務担当

社文研教務担当

女子トイレ

文学部
図書室

E
P
S

研
究
室

HIGO

プログラム

会議室

バリアフリー箇所

障害者用トイレ

全学教育棟におけるバリアフリー等設置箇所

F棟北側

共用棟黒髪６

F棟

E棟 E

D

C C

B

A A

(正面玄関)

E棟 F棟南側

EV

廊下

ｽﾛｰﾌﾟ

廊下

階段

学生ロビー

男女トイレ

身障者用ﾄｲﾚ

【全学教育棟平面図】
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 安全面に関しては、警備員による夜間巡回及び出入口の施解錠を実施するとともに、建

物からの退出時刻についての規則を作成の上、学生に対して掲示している（資料 Z4-1-3）。 

学生からの意見等聴取のため、全学的に学長との懇談会を定期的に実施しており（資料

Z1-2-1）、出された要望に対しては、積極的に対応している。（中期計画番号 K91） 

 

資料 Z4-1-3 文法棟学生向け退出時間の掲示資料   

 

 

（出典：人文社会科学系事務ユニット資料）  

文学部
図書室

※授業実施日となった祝祭日は、平日扱いとする。

文法棟　出入口運用（平成25年4月1日～）
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※施錠時間帯の入館には磁気カードが必要

退出時…操作不要
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（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

施設・整備の有効活用及び安全・防犯面について、十分な配慮がなされている。以上の

ことから、関係者から期待される水準にあると判断する。  

 

 

観点 教育研究活動を展開する上で必要な ICT 環境が整備され、有効に活用されている

か。  

（観点に係る状況）  

 博士前期課程，後期課程の演習室，コンピュータ室，学生研究室等のある共用棟黒髪６

には学内外のネットワークに接続できる十分な数のコンピュータを設置している。（資料

Z4-2-1）。 

 教授システム学専攻 (博士前期・後期課程)は、インターネット上で行うメディアを高度

に活用した通学制課程であり、研究指導は、学習管理システム上に整備された教材及び掲

示板機能等を用いて実施されており、すべての活動が電子的に記録されている。また、全

学の情報システムとの有機的な連携を図り、とりわけ、学務情報システムによる履修登録

や電子図書館の利用などが遠隔地からも可能になっており、熊本市以外に在住している学

生が不自由なく情報環境を活用している。  

（中期計画番号 K15） 

 学生からの意見等聴取のため、全学的に学長との懇談会を定期的に実施しており（資料

Z1-2-1）、ICT 環境に関して出された要望に対して積極的に対応している。  
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資料 Z4-2-1 文・法学部棟における無線ＬＡＮアクセスポイント設置状況  
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P
S
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P
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フ
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法
学
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（同窓会室）
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人文社会科学系

事務ﾕﾆｯﾄ事務室

総務担当

文学部教務担当

法学部教務担当

法曹研教務担当

社文研教務担当

自主ゼミ室３

自主ゼミ室２

自主ゼミ室１

法曹研
研究科長室

法学部長室

文学部長室

応接室

社文研
研究科長室

非常勤
講師室

小会議室
E
P
S

社会学
学生研究室

文化人類学
学生研究室

地域社会学
学生研究室

民俗学
学生研究室

考古学
学生研究室

文化史学
学生研究室

西洋史学
学生研究室

日本史学
学生研究室

E
P
S

女子トイレ

アジア史学
学生研究室

女子トイレ

女子トイレ

欧米言語文学
学生研究室Ⅱ

中国語中国文学
学生研究室

日本語

日本文学
学生研究室

比較文学
学生研究室

言語学
学生研究室

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
情報学科

第Ⅰ研究室

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
情報学科
第Ⅱ研究室

女子トイレ

E
P
S

ミーティング室
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学
部
＋
法
曹
研

女子トイレ

文学部
図書室

E
P
S

E
P
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下
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松
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内
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槇

朴
E
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S
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庫
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田
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ン
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部

井
原

岩
崎
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ス
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S
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庫
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演習室

１

多
田

德
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朝
田(

と)

河
野

阿
部

メディア
演習室

２

HIGO

プログラム

会議室

無線LANのｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ

凡例

文学部

法学部

社会文化科学
研究科

法曹養成研究科
（法科大学院）

事務
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（出典：人文社会科学系事務ユニット資料）  

 

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

棟内にネットワーク環境の整備を行い、ＩＣＴ環境の充実に努めている。以上のことか

ら、関係者から期待される水準にあると判断する。  

 

 

 

 

 

 

共用棟黒髪６

F棟

E棟 E

D

C C

B

A A

(正面玄関)

(19㎡) EV EV

廊下 廊下

(19㎡)

(19㎡) ｽﾛｰﾌﾟ

廊下 廊下

階段 (263㎡) 階段

E棟 E棟

　階段

EV

廊下

廊下

通  路

階段

保健センター2階（教授システム学）

会議室 学生研究室

事

務

室

W

C

給

湯

廊下

WC

教員研究室教員研究室

先端倫理学研究コース

院生研究室[H26臨時]

 (48㎡)

UP

法曹養成研究科

法廷教室

(98㎡)

廊下

 社会文化科学研究科

院生研究室 1

(150㎡)

演習室１

(35.3㎡)

演習室２

(23.0㎡)

談話室

客員非常勤室

(37.6㎡)

ON

博士後期課程

院生研究室

(98㎡)

PS 通  路

人間･社会科学系ﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄ研究室

(49.6㎡)

文化学系ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究

室

(49.6㎡)

階

段
廊下

階

段

男女トイ レ

コンピュータ室

(52㎡)

歴史学研究ｺｰｽ

(48.6㎡)

日本･東ｱｼﾞｱ文化学研究ｺｰｽ

高校国語教育専門ｺｰｽ

(48.6㎡)

欧米文化学研究ｺｰｽ

(48.6㎡)

階

段

事務室(15

㎡)

ｻｰﾊﾞｰ室

法曹養成研究科

遠隔講義室

(90㎡)

男女トイ レ

PS

階

段
社文研

図書室

(57.5㎡)

廊下

UP

ON

UP

公共政策学専攻

法学専攻談話室

　　(49㎡)

PS

通  路

男女トイ レ交渉紛争解決･

組織経営ｺｰｽ院生研究室

(49㎡)

法学専攻

院生研究室（49㎡)

公共政策学専攻

院生研究室

　(49㎡)

階

段

認知哲学･心理学

研究ｺｰｽ
廊下

身障者用ﾄｲﾚ

東ｱｼﾞｱ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

専門職ｺｰｽ(48.6㎡)

英語教育専門職ｺｰｽ(48.6㎡)

ﾌｨｰﾙﾄﾞﾘｻｰﾁ研究ｺｰｽ

文化行政･学芸員ｺｰｽ

(48.6㎡)

社会人教育支援ｾﾝﾀｰ事務室

(52㎡)
倉庫

教養教育(心理

学）

【全学教育棟平面図】

スロープ 廊下

法曹養成研究科

F104演習室(39㎡)

法曹養成研究科

F103講義室(59㎡)

階

段
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観点 図書館が整備され、図書、学術雑誌、視聴覚資料、その他の教育研究上必要な資

料が系統的に収集、整理されており、有効に活用されているか。  

（観点に係る状況）  

 附属図書館の図書、専門雑誌を利用できる外、インターネットを介して図書検索システ

ムや E ジャーナルを利用することもできる。附属図書館では貸し出し図書の統計も採られ

ており（資料 Z4-3-1）、図書館長と学生の懇談会を開催し学生の意見も聴取し、改善が図

られている。また、文学部図書室及び法学部図書室の図書も利用することができる。以上

の外に、平成 25 年より社会文化科学研究科の図書室を設置し今後も蔵書を増やす予定で

ある。また、附属図書館では定期的に学生と懇談会を実施しており、出された要望に対し

ては積極的に対応している（資料 Z4-3-2）。 

 教授システム学専攻では、購入した図書などは、本学キャンパスの専攻自習室及び東京・

関西両オフィスに配置し、便宜を図っている。また、電子ジャーナルや Web 上の資料の閲

覧の割合が増えている。  

（中期計画番号 K26） 

 

資料 Z4-3-1 附属図書館貸出統計（平成２５年度） 

（出典：附属図書館資料）  
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資料 Z4-3-2 図書館長と学生の懇談会実施状況（抜粋） 

「図書館長と学生の懇談会」報告  

 

○日時：平成２５年１月１８日（金）  １６：３０ ~１８：００  

○場所：放送大学３階  講義室１  

○目的：改修後の図書館をよりよいものとするため、主として次のテーマについて学生の意見を直接聴取すること

を目的とする。  

テーマ  「改修後の図書館に期待するもの」  

○参加者：図書館長  

学生  １１名  

文学部２名  法学部１名  教育学部２名  理学部１名  医学部１名   

自然科学研究科１名  社会文化科学研究科２名  留学生１名（教育学研究科）  

     陪席  図書館スタッフ  ９名  

 

○意見及び回答（抜粋）  

【改修後の図書館に期待するもの】  

意  見  ：  閲覧席、特に個人席を増やしてほしい。（自然・法）  

回  答  ：  個人席は５０席程度増えます。  

意  見  ：  改修後の図書館の防音設備はどうですか？（自然）  

回  答  ：  １階から２階へできるだけ声が上がらないように工夫しています。  

意  見  ：  計画図を見ると、以前より書架が少なくなるのではないですか？（社文）  

回  答  ：  実質的には以前より多くなります。  

意  見  ：  見晴らしのよい２階にソファがあればくつろげます。（文）  

回  答  ：  ２階は個人席を多くしています。静かにすごすことができます。  

意  見  ：  ガラス張りになるようですが、外から中が見えるのですか？（自然）  

回  答  ：  外から中は見えません。ガラス張りは外装のようなもので、中には壁があると聞いています。  

意  見  ：  IT 相談のコーナーができるようですが、若い世代は既に簡単な操作はでき、人に聞かなければなら

ないような難しい操作を必要とする利用者は少ないと思います。（法）  

意  見  ：  社会人学生の多い文系の大学院等では、 IT に関する助言を必要とする方も多いです。  

      （社文）  

回  答  ： 図書館のパソコンコーナーは学内で最も利用率が高く、トラブルの確率も高いのでそのような時は相

談に乗る必要があります。実際図書館で使って困ったときに相談に応じます。  

意  見  ：  ライティング指導室がなぜ図書館に移動する必要があるのですか？（文）  

回  答  ： ライティング指導室はこれまでどおり全学教育棟にあって、そこから図書館のライティングサポート

エリアに指導員がきて、図書館ならではのライティング指導をしてもらうように考えています。  

（出典：平成 24 年度第５回附属図書館運営委員会資料）  

 

 

（水準）  

 期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

 附属図書館、学部の図書室、研究科図書室を自由に利用できる状態にある上、インター

ネットを介して学内外の検索等もできる。以上のことから関係者から期待される水準にあ

ると判断する。  

 

 

 

 



熊本大学大学院社会文化科学研究科 

109 

観点 自主学習環境が十分に整備され、効果的に利用されているか。  

（観点に係る状況）  

 共用棟黒髪６にコースごとの研究室、演習室、院生研究室、図書室、コンピュータ室を

設置し（資料 Z4-4-1）、自主学習環境を十分に整備している。さらに、社会人支援センタ

ー事務室の職員が待機し、自主学習環境の維持と向上を支援している。以上の学習環境に

ついての利用の仕方を、大学院入学時に「社文研平成 26 年度博士前期課程新入生配付資

料」及び「社文研平成 26 年度博士後期課程新入生配付資料」を配付することにより周知し

ている（資料 Z4-4-2）。学長との懇談会を通じて学生のニーズを把握し、可能なことから

着実に実現している（資料 Z1-2-1）。 

教授システム学専攻の自習室では、必要な設備備品・図書等を十分に配置し、また、ネ

ットワーク環境が供えられた学習環境を整備している。社会人は e ラーニングシステムを

利用することにより自由な時間に学びを深めることができる。また、主として首都圏に在

住する学生のために熊本大学東京オフィスを、また関西圏に在住する学生のために熊本大

学関西オフィスを、自主学習環境として提供している。東京・関西両オフィスと熊本大学

は、専攻の演習室とオフィスを結ぶ双方向遠隔ビデオ会議を可能とし、自主学習を支援す

るための助言などを遠隔で行える環境が整備されている。  

（中期計画番号 K27） 

 

資料 Z4-4-1 自主学習環境整備状況  

 
（出典：人文社会科学系事務ユニット資料）  

共用棟黒髪６

F棟

E棟 E

D

C C

B

A A

(正面玄関)

(19㎡) EV EV

廊下 廊下

(19㎡)

(19㎡) ｽﾛｰﾌﾟ

廊下

廊下

(263㎡) 階段

階段

学生ロビー

EV EV EV

廊下 廊下 廊下

廊下

通  路

階段

廊下 廊下

ｻｰﾊﾞｰ

室 法曹養成研究

科

遠隔講義室

(90㎡)

１階平面図 ２階平面図

法

律

相 法曹養成研究科 附

属臨床法学教育研

究センター(98㎡)

階

段

階

段

平成25年度改修予

定

法曹養成研究科演

平成25年度改修予

定

法曹養成研究科ｽ

ﾍﾟｰｽ

(150㎡)

教養教育

F501教室

(198㎡)

階

段

階

段

４階平面図 ５階平面図

３階平面図

講義室

UP

博士後期課程

院生研究室

(98㎡)

PS 通  路

談話室

客員非常勤

室

(37.6㎡)

人間･社会科学

系ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究

室

文化学系ﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄ研究室

(49.6㎡)

演習室１

(35.3㎡)

ON
階

段
廊下

廊

下

法曹養成研究科

法廷教室

(98㎡)

階

段

先端倫理学研究

コース

院生研究室[H25臨

 社会文化科学研究

科

院生研究室 1

(150㎡)

男女トイレ

演習室２

(23.0㎡)

男女トイレ

講義室

歴史学研究ｺｰｽ

(48.6㎡)

コンピュータ室

(52㎡)

ON
階

段
社文研

図書室

(57.5㎡)

事務室

(15㎡)

階

段

欧米文化学研究ｺｰ

ｽ

(48.6㎡)
日本･東ｱｼﾞｱ文化学

研究ｺｰｽ

高校国語教育専門

UP

PS

廊下

UP

公共政策学専

攻

法学専攻談話

室

　　(49㎡)

PS

通  路

男女トイレ
交渉紛争解決･

組織経営ｺｰｽ院生研究

室

(49㎡)

社会文化科学研究科院

生院生研究室（49㎡)
公共政策学専

攻

法学専攻研究

倉庫
教養教育

(心理学）

階

段
認知哲学･

心理学研究
廊下

身障者用ﾄｲﾚ

階

段

東ｱｼﾞｱ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｺﾐｭ

ﾆｹｰｼｮﾝ専門職ｺｰｽ

(48.6㎡)

英語教育専門職ｺｰ

ｽ(48.6㎡)

ﾌｨｰﾙﾄﾞﾘｻｰﾁ研究ｺｰ

ｽ

文化行政･学芸員ｺｰ

社会人教育支援ｾﾝ

ﾀｰ事務室(52㎡)

【全学教育棟平面図】

スロープ
廊

下

法曹養成研究科

F104演習室(39㎡)

法曹養成研究科

F103講義室(59㎡)

本棚
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資料 Z4-4-2 学習環境周知状況（抜粋） 

 

               （出典: 社会人大学院教育支援センター作成資料）  

 

（水準）  

 期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

 自主的学習環境が充分整備され、不足の場合は提言できるシステムを持っている。以上

のことから関係者から期待される水準にあると判断する。  

 

 

 

 

 

 



熊本大学大学院社会文化科学研究科 

111 

４． 質の向上度の分析及び判定  

（１） 分析項目Ⅰ 管理運営体制及び事務組織が適切に整備され機能していること。  

（判定結果）  

改善・向上している。  

 

（判定理由）  

事務組織については、平成 22 年度に業務の総点検を実施し、第 1 期中期目標期間（以

下、第 1 期）に対して大幅な効率化・合理化を図った。また、大規模な消防・防災訓練の

実施やコンプライアンス体制の構築等、第 1 期にはなかった新たな取り組みを行った。以

上のことから、改善・向上していると判断する  

 

 

（２） 分析項目Ⅱ  活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているとと

もに、継続的に改善するための体制が整備され、機能していること。  

（判定結果）  

質を維持している。  

 

（判定理由）  

全学的に実施される法人評価、認証評価の自己点検を実施し、法人評価は国立大学法人

評価委員会によって、認証評価は認証評価機関によって定期的に評価を受けている。また、

平成 26 年度に実施する組織評価では、経営協議会で検証を行うこととなっている。以上の

ことから、質を維持していると判断する。  

 

 

（３） 分析項目Ⅲ 教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説

明責任が果たされていること。（教育情報の公表）  

（判定結果）  

質を維持している。  

 

（判定理由）  

教育情報については、学校法施行規則第 172 条に規定する各項目をもれなく網羅したう

えで熊本大学ＨＰにて全学的に公表されており、本研究科の教育研究活動等の状況につい

ても研究科ＨＰにおいて適切に公表している。以上のことから、質を維持していると判断

する。 

 

 

（４） 分析項目Ⅳ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効

に活用されていること。（施設・設備）  

（判定結果）  

質を維持している。  

 

（判定理由）  

施設・設備等については、建物設備（耐震化・バリアフリー化等）、ＩＣＴ環境（無線Ｌ

ＡＮアクセスポイント設置等）、自主学習環境等の整備・充実を図っている。以上のことか

ら、質を維持していると判断する。  
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